
（ ）

目　的
（何をどうしたいのか）

21年度（決算）

事
業
概
要

財源

内訳

13,689 千円

千円

国都支出金

13,689 千円

19,628

予算事業名 平成１０年度

景観法・府中市景観条例

上位施策事業名

景観形成事業

計画課根拠法令等

■自治事務　　□法定受託事務

魅力ある景観の形成

事務区分

6,302

事
業
費

近年、農地や工場跡地の転用などによる大規模マンション等の建設が増加しており、府中市の景観が徐々に変化し
てきている。このことから、市民から、自然や歴史、文化などが融合した、良好な景観の保全や形成に対する要望が
多く寄せられている。

24年度（予算）

松村秀行

251,349

実施の背景

千円

国都支出金の内容

・報償費54千円／内訳謝礼金54千円
・需用費36千円／内訳消耗品費等36千円
・役務費32千円／内訳郵便料32千円
・委託料4,935千円／内訳事務作業等委託料4,935千円
（景観ガイドライン原稿作成及び校正 602千円、景観協定への移行支援 1,596千円、景観構想届出に関す
る指導及び助言の調査 302千円、広告物のあり方についての調査検討 902千円、景観ガイドライン印刷及
び景観協定地区看板作成 1,533千円)

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担 当 部 名 都市整備部

担当課･係名

22年度（決算）

1.17 千円1.06 8,632

23年度（決算）

人

千円

千円 千円

14,755

千円 人

13,689

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）
実施方法

対象者数（H24.4.1人口に対する割合）
市民・事業者

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

景観への意識啓発を通じ、市民の景観に対する理解を深めるとともに、市民、事業者との協働により、地
域の特性を踏まえた良好な景観の保全を推進する。また、市民の生活に安らぎと潤いを与え、愛着を持て
る魅力ある緑豊かな景観を形成する。

100

■業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：株式会社八州　　　　　　　　　　　）

関連事業
（同一目的事業等）

景観審議会運営費

5,057

対　象
（誰・何を対象に） ％

事業内容
（手段、手法など）

■直接実施

事業費合計 6,152

臨時職員等

8,603人人件費合計

人

総事業費

人
件
費

8,603

千円

千円千円

千円 16,501

千円

コ
ス
ト

1.06

嘱託職員

14,755 千円

一般財源

その他特財の内容

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

1.06 人

10,933 千円千円

千円

千円

0.93

人

人

人 千円

人 千円

財源合計

千円

人

14,755

千円

千円

千円

19,628 千円

千円

1.06

千円

千円地方債

人

事業費内訳
（平成23年度分）

○市民・事業者への意識啓発
・景観協定の支援…地域の特性を踏まえた景観形成を目的とし、市民や事業者による良好な景観の保全を
推進するため、景観協定の策定に関する指導を行う。
・まちづくり学習等の実施…景観に対する関心や良好な景観形成への意識を啓発するため、市民を対象と
したイベントを行う。
○景観形成に関する基準づくり
・景観ガイドラインの策定…府中市景観計画に基づき、歴史的建造物等を生かした景観形成を進めるた
め、現況調査や分析を行い、景観ガイドライン（歴史的景観編）の策定に向けた検討を行う。
・景観計画の改訂検討…景観計画の課題の整理を行い、届出物件等や良好な眺望景観の実態調査及び解析
をするとともに、区域区分及び届出・景観形成基準等の見直しや、市民意見の把握等の検討を行う。
○開発事業に係る指導
・建築物等の建設や屋外広告物の設置などの協議…地域の個性を生かし、洗練された景観づくりを進める
ため、府中市景観計画及び府中市景観ガイドラインを踏まえた建築物等や屋外広告物の事前協議を行う。
大規模開発事業については府中市景観条例に基づく景観構想の届出、大規模開発事業に当たらない一定規
模以上の開発事業については景観法に基づく行為の届出を受け、良好な景観を誘導する。

その他特財

人

人

担当正職員

10,199

人

千円

千円

8,632 千円 1.17

人 8,695

千円

千円

16,501

0.93

10,199

千円

人 人

8,695

千円

19,62816,501

事業番号1-11 平成24年度



予算事業名 平成１０年度景観形成事業

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

事業番号1-11 平成24年度

1

594

・良好な景観形成を推進するため、市民への意識啓発を図る。
・地域の特性を踏まえた市民による景観ルールづくりを推進するため、大規模な開発行為にお
ける景観協定面積の拡充を行う。
・府中市景観計画の具体的な取組の指針として、景観ガイドラインを充実させる。

単位

景観啓発を目的としたイベント参加者数

景観協定の認可 地区 4

Ｈ21年度

千円

【成果指標名】 Ｈ23年度

景観条例に基づく景観構想の届出 件 4

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

多摩地域で景観行政団体となっている市は府中市、町田市、八王子市のみ。
府中市は多摩地域で最も早い景観行政団体。
東京都内では世田谷に続き２番目の景観行政団体となっている。
その他の市についても、現在、景観行政団体となる方向で進めている。
・町田市　：町田市景観計画
　　　　　　町田市景観色彩ガイドライン
　　　　　　町田市景観みちしるべ（景観づくりガイドライン）
　　　　　　届出制度による景観づくり
・八王子市：八王子市景観計画
　　　　　　景観法に基づく届出
　　　　　　都市景観セミナー（意識啓発）

景観ガイドラインの策定 編

事
業
実
績

Ｈ22年度

2

1,309750

・市民・事業者への意識啓発について
景観に対する意識啓発を促し、個性的で魅力的な景観をつくるため、景観賞の実施や、市民へのまちづく
り学習の継続、景観協定の拡充を行っていく。
・景観ガイドラインの活用について
府中市景観ガイドラインは充実しつつあり、効果的な活用方法を検討していく。

856

人

1

861 571

22

特記事項

単位当たりコスト

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

【活動指標名】

16

景観法に基づく行為
の届出数

活動実績
景観法に基づく行為の届出

Ｈ23年度

／総事業費

景観協定の支援

事
業
成
果

成果
（目標達成状況）

成果目標
（指標設定理由等）

5 2

地区 4 1

Ｈ22年度

15

Ｈ21年度単位

件



①
コ
ス
モ
ア
ベ
ニ
ュ
ー
府
中
幸
町
景
観
協
定

府
中
市
幸
町
二
丁
目
16
番
1

3,
42
8.
68

平
成
20
年
10
月
1日

府
中
市
告
示
第
10
0号

②
コ
ス
モ
ア
ベ
ニ
ュ
ー
府
中
浅
間
町
景
観
協
定

府
中
市
浅
間
町
三
丁
目
2番

15
ほ
か

4,
89
5.
19

平
成
20
年
10
月
1日

府
中
市
告
示
第
10
1号

③
府
中
イ
ン
テ
リ
ジ
ェ
ン
ト
パ
ー
ク
景
観
協
定

府
中
市
日
鋼
町
1番

18
1,
41
6.
79

平
成
21
年
10
月
22
日

府
中
市
告
示
第
13
1号

④
コ
モ
ン
ス
テ
ー
ジ
武
蔵
府
中
（
杜
季
の
街
）
景
観
協
定

府
中
市
朝
日
町
一
丁
目
24
番
1ほ

か
27
,1
41
.2
5
平
成
21
年
10
月
22
日

府
中
市
告
示
第
13
2号

⑤
プ
ラ
ウ
ド
府
中
天
神
町
エ
ア
リ
ー
レ
ジ
デ
ン
ス
景
観
協
定

府
中
市
天
神
町
一
丁
目
12
番
1

4,
94
7.
92

平
成
24
年
3月

8日
府
中
市
告
示
第
35
号

⑥
プ
ラ
ウ
ド
府
中
天
神
町
ブ
ラ
イ
ト
レ
ジ
デ
ン
ス
景
観
協
定

府
中
市
天
神
町
一
丁
目
12
番
6

2,
93
5.
99

平
成
24
年
3月

8日
府
中
市
告
示
第
37
号

⑦
プ
ラ
ウ
ド
府
中
天
神
町
カ
ー
ム
レ
ジ
デ
ン
ス
景
観
協
定

府
中
市
天
神
町
一
丁
目
12
番
5

1,
45
8.
17

平
成
24
年
3月

8日
府
中
市
告
示
第
36
号

⑧
ザ
・
ミ
レ
ニ
ア
ム
フ
ォ
ー
ト
府
中
御
殿
坂
景
観
協
定

府
中
市
本
町
一
丁
目
14
番
32

6,
09
3.
70

平
成
24
年
3月

8日
府
中
市
告
示
第
38
号

景
　

観
　

協
　

定
　

一
　

覧
　

表

告
示
番
号

面
積
（
㎡
）

告
示
年
月
日

名
　

称
位
　
置



１ 届出・事前協議制度による景観形成 

建築物の建築や開発行為などを行う場合は、周辺の景観に少なからず影響を与えます。これらの行為

を行う際に、自然、歴史、文化等に配慮して周辺地域との調和を事業計画の段階から考えていただくこ

とで、優れた景観を形成していくことができます。 

府中市では、良好な景観を形成するため府中市都市景観条例を制定し、平成１１年から一定規模以上

の行為について届出制度を実施してきました。平成２０年からは、これまでの届出制度を景観法（平成

１６年制定）に基づく制度に引き継ぐこととしました。また、更に積極的に景観形成に取り組むため、

「大規模開発事業の事前協議制度」を創設し、美しい風格のあるまちの実現及び地域にふさわしい景観

形成を推進していきます。なお、届出や事前協議が必要となる行為については、府中市景観計画に定め

る景観形成基準に適合していることが求められます。 

 

■ 届出制度における地区区分について 

【景観形成推進地区】 

けやき並木や崖線、多摩川など市街地景観の骨格、地形や自然のつながりによる自然景観の骨格

となる地区を「景観形成推進地区」として指定します。景観形成推進地区は、大國魂神社・けやき

並木周辺、国分寺崖線、府中崖線、浅間山周辺及び多摩川沿川の５地区です。 

【一般地域】 

「景観形成推進地区」に指定された地区以外の区域です。景観を特徴づけている景観要素を含む

地域ごとに、景観形成の方針及び基準を定めます。 

 

■ 大規模開発事業の事前協議制度について 

大規模開発事業の際に、市長に対して「事前協議」を行う制度を創設しました。これは、広域的

な景観に大きな影響を与える大規模な開発等を対象として、事前協議を行い事業計画の早い段階か

ら景観への配慮を求めることを目的としています。 

 

【事前協議の対象】 

事前協議が必要なものは、次に掲げる規模の開発行為及び建築とします。 

 

●開発行為及び建築を行おうとする区域の面積が５，０００平方メートル以上のもの 

●集合住宅の建築で総戸数が１００戸以上のもの 

●建築物の建築で延べ面積が１０，０００平方メートル以上のもの 

 

ただし、次に掲げる制度を活用する開発事業で、東京都が事前協議、審査を行うものは除きます。 

・都市計画法第８条第１項第３号の高度利用地区（市街地再開発事業を伴うものに限る。） 

・都市計画法第８条第１項第４号の特定街区 

・都市計画法第８条第１項第４号の２の都市再生特別地区 

・都市計画法第１２条第１項第４号の市街地再開発事業 

・都市計画法第１２条の５第３項の再開発等促進区を定める地区計画 

・国分寺崖線景観形成推進地区内で行われる PFI 法に基づく事業及び PFI 的手法に基づく事業 

・鉄道駅構内等開発計画 

 
 



２ 景観法、府中市景観条例及び府中市景観計画の仕組み 

景観計画 

行為の規制 ・建築物等の建築等に対する届出・通知 
・勧告・変更命令・原状回復 

罰則 

景観行政団体 

・景観計画 
・景観ガイドライン 

景観計画の策定等 

・指導・勧告・公表 
・変更命令・原状回復

行為の規制等 景観協定 

・大規模開発事業の事前協議 
・景観賞 

まちづくりと連携した
景観施策の展開 

景観審議会 

府中の景観形成 
府中らしい景観を形成するための基本的な考え方 

・大國魂神社･けやき並木周辺 
・国分寺崖線 
・府中崖線 
・浅間山周辺 
・多摩川沿川 

景観形成推進地区 

・駅周辺の商業地 
・幹線道路沿道 
・旧街道沿道 
・その他(住宅地等) 

一般地域 

 
・区域（対象範囲） 
・景観形成の目標 
・良好な景観の形成に関する方針 
・良好な景観形成のための行為の制限に関する事項 
 (届出行為の種類・届出規模・景観形成基準) 
※ 届出・通知を行う場合は景観形成基準に適合する必要あり 

建築物等における色彩の基準 屋外広告物の表示等の制限 

景観重要公共施設 

景観協定 

まちづくりと連携した景観施策の展開 
大規模開発事業の事前協議、景観賞、審議機関等 

府
中
市
景
観
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン 

府中市景観計画 

府中市景観条例（及び同条例施行規則）

景 観 法 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
個 
別 
事 
項 
を 
具 
体 
的 
に 
解 
説 



３ 届出・事前協議制度の手続の流れ 

 

＜大規模開発事業の事前協議＞ 

【大規模開発事業】 

景観審議会 

助言 

※必要に応じて 
協議 

意見 

【左記以外の建築物等】 

事業者からの相談 

届 出 

勧 告 変更命令 景観 
審議会 

期間延長 
の通知 

(法第 17条第 4項)
(法第 16 条第 3 項)(法第 17 条第 1 項)

意見

意見

変更命令 

(法第 16 条第 1 項)

30 
日 
前 
ま 
で 
に 
届 
出 

30 
日 
以
内 

30
日(

延
長
さ
れ
た
場
合
に
は
そ
の
期
間)

を
経
過
し
た
後 

（行為の着手の制限の解除）→ 行為の着手 

 指 導 

是 正  

是 正  

(法第 18 条) 

建築確認申請等 

景観構想の提出 

事前協議 

景観形成基準

への適合

景観形成基準

への適合 

事業者からの相談 

行為の完了の確認（現地確認及び竣工写真の提出等） 

＜大規模開発事業以外＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
※ 届出（通知）は、府中市景観条例施行規則に基づき、「建築確認申請の３０日前の日」、「開発行為の許可の申

請の３０日前の日」などの当該行為の関係法令等に基づく手続を行う日等のうち最も早い日までに行ってくださ

い。（関係する法令のない場合は、着手の３０日前までとなります。）また、事前協議の際の景観構想届出書の提

出は、府中市地域まちづくり条例に規定する土地利用構想の届出と同時期であり、かつ、事業計画の変更が可能

な時期に行ってください。 



５ 届出（通知※１）を要する行為 

届出(通知)を要する行為は、次の表に該当する行為です。(法第１６条第１項及び第５項、条例第９条関係) 

法：景観法 条例：府中市景観条例 

景観形成推進地区 一般地域       区域名称 

 

届出対象 

行為の種類 

大國魂神社･け

やき並木周辺 
国分寺崖線 府中崖線 浅間山周辺 多摩川沿川

駅周辺の商業地 

幹線道路沿道 

旧街道沿道 

その他 

(住宅地等) 

区域の範囲 

大國魂神社、け

やき並木からお

おむね 100m 

【低地側】 

崖線からおおむ

ね 360m 

【台地側】 

崖線からおおむ

ね 80ｍ 

【低地側】 

崖線からおおむ

ね 100m 

【台地側】 

崖線からおおむ

ね 100ｍ 

浅間山公園から

おおむね 100m

多摩川堤防から

おおむね 100m

【駅周辺の商業地】 

駅周辺の商業系

用途地域 

【幹線道路沿道】 

幹線道路の沿道

20m 又は 30m 

【旧街道沿道】 

旧甲州街道、人

見街道の沿道

20m 又は 30m 

左記以外の地域

建築物の建築等(※２) 

高さ 20m 又は

延べ面積 3,000

㎡以上 

高さ 10m 又は

延べ面積 1,000

㎡以上 

高さ 20m 又は

延べ面積 3,000

㎡以上 

高さ 20m 又は

延べ面積 3,000

㎡以上 

高さ 20m 又は

延べ面積 3,000

㎡以上 

高さ 20m 又は

延べ面積 3,000

㎡以上 

高さ 20m 又は

延べ面積 3,000

㎡以上 

煙突、鉄柱、装飾

塔、記念塔、物見

塔その他これに類

するもの(※４)   

高さ 20m 以上 高さ 10m 以上 高さ 20m 以上 高さ 20m 以上 高さ 20m 以上 高さ 20m 以上 高さ 20m 以上

昇降機、ｳｫｰﾀｰｼ

ｭｰﾄ、ｺｰｽﾀｰその

他これらに類する

工作物（回転運動

をする遊戯施設を

含む） 

高さ 20m 又は

築造面積 3,000

㎡以上 

高さ 10m 又は

築造面積 1,000

㎡以上 

高さ 20m 又は

築造面積 3,000

㎡以上 

高さ 20m 又は

築造面積 3,000

㎡以上 

高さ 20m 又は

築造面積 3,000

㎡以上 

高さ 20m 又は

築造面積 3,000

㎡以上 

高さ 20m 又は

築造面積 3,000

㎡以上 

製造施設、 貯蔵

施設、遊戯施設、

自動車車庫（建築

物であるものを除

く）その他これらに

類するもの 

高さ 20m 又は

築造面積 3,000

㎡以上 

高さ 10m 又は

築造面積 1,000

㎡以上 

高さ 20m 又は

築造面積 3,000

㎡以上 

高さ 20m 又は

築造面積 3,000

㎡以上 

高さ 20m 又は

築造面積 3,000

㎡以上 

高さ 20m 又は

築造面積 3,000

㎡以上 

高さ 20m 又は

築造面積 3,000

㎡以上 

工 

作 

物 

の 

建 

設 

等 
(※３) 

墓園その他これに

類するもの 
－ 

区域面積 3,000

㎡以上 

区域面積 3,000

㎡以上 

区域面積 3,000

㎡以上 

区域面積 3,000

㎡以上 
－ 

区域面積 3,000

㎡以上 

開発行為 
区域面積 3,000

㎡以上 

区域面積 3,000

㎡以上 

区域面積 3,000

㎡以上 

区域面積 3,000

㎡以上 

区域面積 3,000

㎡以上 

区域面積 3,000

㎡以上 

区域面積 3,000

㎡以上 

土地の開墾、土石の採

取、鉱物の採取その他

の土地の形質の変更 

－ 
造成面積 3,000

㎡以上 

造成面積 3,000

㎡以上 
－ － － 

造成面積 3,000

㎡以上 

屋外における土石、廃

棄物、再生資源その他

の物件の堆積 

－ 
造成面積 3,000

㎡以上 

造成面積 3,000

㎡以上 
－ － － 

造成面積 3,000

㎡以上 

※１ 国の機関又は地方公共団体が行う行為については、通知となります。（法第１６条第５項） 

※２ 建築物の新築、増築、改築若しくは移転、外観を変更することとなる修繕若しくは模様替又は色彩の変更 

※３ 工作物の新設、増築、改築若しくは移転、外観を変更することとなる修繕若しくは模様替又は色彩の変更 

※４ 架空電線路用並びに電気事業法第２条第１項第１０号に規定する電気事業者及び同項第１２号に規定する 

卸供給事業者の保安通信設備用のもの(擁壁を含む)並びに電気通信事業法第２条第５項に規定する電気通信 

事業者の電気通信用のものを除く。 

（注）  通常の管理行為、軽易な行為等については、届出が適用除外となりますので、担当部署にお問い合わせ 

ください。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（ ）

事
業
概
要

実施の背景

目　的
（何をどうしたいのか）

11,050

千円11,050 千円

高橋　潤

予算事業名 平成１４年度

国有財産特別措置法、府中市公有財産規則

上位施策事業名

法定外公共物管理事業

管理課公共物管理係

事務区分

千円

14,588

□直接実施

市内に存在する里道（約87,900㎡）・水路（約176,400㎡）等の
法定外公共物

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担 当 部 名 都市整備部

11,671

千円

法定外公共物の維持管理を行うことで、里道・水路としての機能を維持するとともに、当該地
及び周辺地の衛生環境の保全を図る。

23年度（決算） 22年度（決算） 21年度（決算）

千円

1.98 人

24年度（予算）

27,094 千円

国都支出金の内容

千円

16,044

事
業
費

千円10,350

千円

千円

担当課･係名

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

人

251,349 人

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

総事業費

道路等の適正な維持管理

実施方法

対象者数（H24.4.1人口に対する割合）

事業費合計 千円

対　象
（誰・何を対象に） ％

根拠法令等

■自治事務　　□法定受託事務

関連事業
（同一目的事業等）

・法定外公共物用地境界確定事業（測量・嘱託登記）

国が所有していた法定外公共物（里道・水路）について、平成１４年に一括譲与を受けて以来、市が管理
者となっている。当該法定外公共物の安全・衛生を保つために、草刈、清掃、舗装等の作業を外部委託
している。

千円

千円

千円

人

100

■業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：東京緑建株式会社　　　　　　　　）

コ
ス
ト

千円

人嘱託職員

人件費合計

千円

国都支出金

千円

2.03 千円

臨時職員等

2,434

財源

内訳

地方債

12,784

人

千円財源合計

14,288千円

その他特財の内容

12,784

千円

14,288

人

千円

委託料 11,050千円
（内訳）
　１　里道・水路の草刈・清掃　　　4,379千円
　２　草刈・防草シート敷設　　　　2,234千円
　３　アスファルト舗装　　　　　　1,876千円
　４　フェンス・柵の設置等　　　　2,561千円

千円

千円

1.98 人

千円

29,380 千円

千円

11,778 千円

人

2.01

11,050

千円人

千円

千円

千円

30,606 千円

人 18,828

千円

千円

千円

千円

0.3

千円

12,784一般財源

事業費内訳
（平成23年度分）

里道・水路の維持管理につき、業者に作業を委託する。

主な作業内容
１　草刈・清掃
　　　草刈と併せ、清掃を行う。
２　防草シート敷設
　　　草刈と併せ、雑草の繁殖を防止するためのシートを敷設し、今後の管理にかかる負担を
　　低減させる。
３　アスファルト舗装
　　　草刈と併せ、支障のない箇所にはアスファルト舗装を施し、利便性を向上させる。
４　フェンス・柵の設置
　　　水路への転落防止等のため、フェンス・柵の設置を行う。

その他特財

人

人 2.01

担当正職員 0.3 人 2,434 千円

人

千円

14,588

千円

人 18,828 千円千円

17,709

人
件
費

16,044 千円 2.03 人 17,709

事業番号1-12 平成24年度



予算事業名 平成１４年度法定外公共物管理事業

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

事業番号1-12 平成24年度

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

平成２３年度実績
・委託を行っている自治体
　　調布市　１７６件　約 5,377千円
　　小金井市　２４件　約18,192千円
　　国分寺市　２８件　約 5,042千円
　　小平市　１１２件　約 1,836千円
　　立川市　　　６件　約39,347千円　　など

・委託と職員による対応を併用している自治体
　　三鷹市　委託　　５件　約1,500千円　　直営　８４件　担当員４人　作業日数４０日
　　日野市　合計２８４件　委託費　約11,039千円　　直営　担当員６人　作業日数２４４日
　　狛江市　合計３５０件　委託費　約 1,500千円　　直営　担当員８人　作業日数　毎日
　　国立市　委託　１８件　約6,548千円　　直営　担当員３人　作業日数１６５日　　など

8

40箇所

里道・水路の草刈・防草シート敷設

Ｈ22年度

法定外公共物の適切な維持管理を行うことで、機能・安全性の維持と衛生環境の保全を図り、
快適な市民生活を提供する。

単位

24

法定外公共物の管理を行わなければ、舗装面の劣化による事故、雑草等の繁殖による環境・衛
生面の悪化を招くことが考えられるため、必要な維持管理を行うことで適正な機能の維持に貢
献できるものと考える。
委託事業だけによらず、市民が自ら草刈や清掃を行う等、地域が主体的に維持管理に取り組む
ことのできる制度等も検討して行く。

115千円

里道水路の維持管理 箇所 77

36

Ｈ21年度

38

【成果指標名】 Ｈ23年度

7261

Ｈ21年度

86千円96千円

Ｈ22年度

箇所

特記事項

単位当たりコスト

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

里道・水路の払下げ　H23年度　314.60㎡、　H22年度　753.38㎡、　H21年度　806.70㎡

事
業
実
績

【活動指標名】

箇所数

活動実績

／
里道・水路の草刈・

清掃

単位

9

里道・水路の草刈・清掃

Ｈ23年度

事
業
成
果

成果
（目標達成状況）

成果目標
（指標設定理由等）

円



○国有財産特別措置法 

(昭和二十七年六月三十日) 

(法律第二百十九号) 

第十三回通常国会 

第三次吉田内閣 

国有財産特別措置法をここに公布する。 

国有財産特別措置法 

(目的) 

第一条 この法律は、国有財産法(昭和二十三年法律第七十三号)第

三条第三項に規定する普通財産(以下「普通財産」という。)を公共

の利益の増進、民生の安定、産業の振興等に有効適切に寄与させる

ため、当分の間、その管理及び処分について同法の特例を設けるこ

とを目的とする。 

(平一八法三五・一部改正) 

 

第五条 普通財産は、次に掲げる場合においては、当該地方公共団

体に対し、譲与することができる。ただし、第三号及び第四号の場

合にあつては、普通財産である土地については、この限りでない。 

一 地方公共団体から国に対し特定の用途に供する目的で寄附された

財産について、国が当該用途を廃止した場合において当該地方公共

団体(当該地方公共団体に当該財産を寄附した地方公共団体及びこ

れらの地方公共団体の区域に変更があつた場合にその区域が新たに

属した地方公共団体を含む。)が公共の用又は直接その用に供すると

き。 

二 地方自治法(昭和二十二年法律第六十七号)施行の際都道府県にお

いて事務、事業又は職員の住居の用に供していた公用財産であつた

ものを、当該都道府県において引き続き当該用途に供しているとき。 

三 この法律施行の際地方公共団体において、戦災者、引揚者又は保

護を要する生活困窮者の収容施設の用に供しているとき。 

四 地方公共団体において水道施設として公共の用に供するとき。 

五 河川等(河川、湖沼その他の水流又は水面をいい、河川法(昭和三

十九年法律第百六十七号)が適用又は準用される河川及び下水道法

(昭和三十三年法律第七十九号)が適用される下水道を除く。以下こ

の号において同じ。)又は道路(道路法(昭和二十七年法律第百八十

号)が適用される道路を除く。以下この号において同じ。)の用に供

されている国土交通大臣の所管に属する土地(その土地の定着物を

含む。)について、国が当該用途を廃止した場合において市町村が河

川等又は道路の用に供するとき。 
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２ 前項第一号の規定により譲与する場合において、寄附された財産

に対し国が有益費を著しく多く出しているときは、各省各庁の長(国

有財産法第四条第二項に規定する各省各庁の長をいう。以下同じ。)

は、譲与を受けようとする地方公共団体に対し当該有益費の支出に

よつて増加した価格で現に存するものの価額をあらかじめ納付させ

なければならない。 
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○府中市公有財産規則 

昭和 39 年 10 月 31 日 

規則第 19 号 

（通則） 

第１条 府中市の公有財産（以下「財産」という。）の取得、管理

及び処分に関しては、別に定めがあるもののほか、この規則の定め

るところによる。 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。 

(１) 部 府中市組織条例（昭和 45 年６月府中市条例第 19 号）第１

条に規定する部をいう。 

(２) 部長 府中市組織規則（昭和 49 年７月府中市規則第 24 号）第

５条第１項に規定する部長をいう。 

(３) 用途 行政財産の具体的な使用目的をいう。 

(４) 用途廃止 行政財産の用途を廃止し、普通財産とすることをい

う。 

(５) 所管換 部の間において財産の所管を移すことをいう。 

(６) 管理 行政財産については、財産を維持保全し、用途に供する

ことをいい、普通財産については、財産を維持保全することをいう。 

（平 18 規則３・一部改正） 

（事務分掌） 

第３条 財産の取得（買収、交換、寄付又は無償譲渡により受領す

る場合を含む。ただし、財務部以外の部の支出負担行為に属する手

続を除く。）、処分その他の財産に関する事務は、別に定めがある

もののほか、税務管財部長が行う。 

２ 財産の管理に関する事務は、別に規定するもののほか、次の各号

に定める者が行うものとする。 

(１) 公の施設の用に供し、又は供することと決定した財産は、当該

公の施設に係る事務又は事業を所掌する部の部長 

(２) 公用に供し、又は供することと決定した財産は、当該公用の目

的である事務又は事業を所掌する部の部長 

(３) 前各号に掲げるもの以外の財産は、税務管財部長 

（平 20 規則７・一部改正） 

 

（注意義務） 
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第９条 部長及び教育委員会は、その所管する財産について次の各

号に掲げる事項に留意して、その善良な管理に努めなければならな

い。 

(１) 財産の効率的な使用及び適切な維持、管理 

(２) 貸付け又は使用許可している財産の使用状況の把握 

(３) 財産の現況の把握と公有財産台帳との照合 

 



用語の定義 

 

法定外公共物 

広く一般の用に供している道路、河川、ため池等の「公共物」のうち、道

路法、河川法、下水道法等の特別法によって管理の方法等が定められている

ものを「法定公共物」と言う。 

 これに対し「公共物」のうち特別法が適用又は準用されないものを「法定

外公共物」と言う。代表的なものとして「里道（リドウ）」や「水路」がある。 

 

里道
り ど う

  

道路法などの適用のない法定外公共物の道路のこと。認定外道路、赤道、

赤線などとも呼ばれる。昔のあぜ道などが該当する。 

 

水路 

河川法、下水道法等の適用がない河川のこと。普通河川、青線などとも呼

ばれる。昔からの用水路、ため池等が該当する。 

 



（ ）

189,592 千円

千円 183,134 千円

財源合計 187,128 千円 158,522 千円 169,638 千円

4,014 千円

その他特財の内容 利用料・食事料

一般財源 184,508 千円 153,525 千円 164,718

千円 0 千円

その他特財
2,620 千円 4,997 千円 4,920 千円

2,445 千円

国都支出金の内容 高齢社会対策包括補助金

地方債 0 千円 0 千円 0

197,072 千円

財源

内訳

国都支出金
千円 千円 千円

人 7,480 千円

総事業費 191,592 千円 162,986 千円 175,321 千円

千円 0.65 人 5,683 千円 0.8

0 千円

人件費合計 0.55 人 4,464 千円 0.55 人 4,464

0 人 0 千円 0 人

千円

臨時職員等 0 人 0 千円 0 人 0 千円

人 0 千円 0 人 0千円 0 人 0 千円 0

5,683 千円 0.8 人 7,480 千円0.55 人 4,464 千円 0.65 人
人
件
費

担当正職員 0.55 人 4,464 千円

嘱託職員 0 人 0

169,638 千円 189,592 千円

事業費内訳
（平成23年度分）

介護予防推進センター管理運営費
（内訳）・人  件  費　127,893,808円
　　　　・事  務  費　 11,596,965円
　　　　・事  業  費　 20,466,513円
　　　　・光 熱 水費    4,653,866円
　　　　・修  繕  費       19,320円
　　　　・業務委託費    4,072,894円　　※指定管理料及び事業収入等から管理運営費を差引精算し市に戻入

事
業
費

事業費合計 187,128 千円 158,522 千円

事業内容
（手段、手法など）

【介護予防教室】筋力向上・認知症予防・うつ予防・栄養口腔等３～６か月の教室
【介護予防講座】センター内及び地域への出張による講座
【介護予防相談】専門職による各種相談
【自主活動支援】介護予防活動を継続する自主グループ支援及び活動発表会の開催
【いきいきハウス】生活不安や生活リズムを整える等のために利用（月７日限度）
　　　　　　　　　宿泊型介護予防講座（１泊２日）
【元気一番!!ふちゅう体操の実施及び普及】立位編・座位編・子ども編の普及
【介護予防サポーター育成】介護予防活動を広げる市民サポーターの育成と活動支援
【世代間交流】同施設内の保育所等との世代間交流
【交流サロン・情報室】自主グループの活動や交流の場の提供、情報の提供
【介護予防事業備品の貸出】介護予防講座やイベント等への備品の貸出のよる支援
《利用料》介護予防教室　１か月500円　　いきいきハウス　１日1,000円
《食事料》１食650円　１日1,380円

関連事業
（同一目的事業等）

介護予防推進事業・介護予防コーディネート事業

コ
ス
ト

24年度（予算） 23年度（決算） 22年度（決算） 21年度（決算）

15.6 ％

実施方法

□直接実施

□業務委託 又は ■指定管理　（委託先又は指定管理者：社会福祉法人　多摩養育園　　　　　　　）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

実施の背景
介護保険制度の円滑な実施の観点から、被保険者が要介護状態等となることを予防するために、高齢
者に介護予防に関する事業を実施し、高齢者の健康の保持及び増進を図るため、平成１８年４月に開館
しました。

目　的
（何をどうしたいのか）

介護予防の普及啓発の拠点施設として、市民に対して介護予防サービスを提供するとともに、地域の介
護予防の支援を行うことにより、市全体の介護予防の活性化につながり、介護予防に継続的に取り組む
市民を増やします。また、介護予防に係る人材育成等を行います。

事
業
概
要

対　象
（誰・何を対象に）

・６５歳以上の介護認定を受けていない方
・６５歳以上の方の家族または介護者
・介護予防活動を行い、または行おうとする方

対象者数（H24.4.1人口に対する割合）

39,225 人

根拠法令等 府中市立介護予防推進センター条例・府中市立介護予防推進センター施行規則・
地域支援事業実施要綱

担当課･係名 高齢者支援課・介護予防担当

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 作成責任者 峯尾達也

事業シート（概要説明書）

予算事業名 介護予防推進センター管理運営事業 事業開始年度 平成１８年度

上位施策事業名 高齢者サービスの充実 担 当 部 名 福祉保健部

事業番号１-13 平成24年度



事業シート（概要説明書）

予算事業名 介護予防推進センター管理運営事業 事業開始年度 平成１８年度

事業番号１-13 平成24年度

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

　介護予防は、二次予防対象者だけでなく、元気なうちから健康づくりの一環として進めることが重要で
あり、高齢者一人ひとりが介護予防の必要性に気づき、日常生活の中で自ら介護予防に取り組み、継続で
きるよう支援する仕組みの構築を検討する必要がある。
　また、地域で介護予防に継続的に取り組むためには、介護予防の取組を支援する人材の育成と、それら
の人材と関係機関・関係団体等のネットワーク化を図り、地域で介護予防に取り組める仕組みを充実する
ことが必要である。
　介護予防推進センターは、介護予防の拠点施設として、地域包括支援センター等地域の関係機関と連携
しながら、拠点施設としての機能を高め、これまでの実施データ等から介護予防事業の効果について分析
評価し、さらに効果的かつ充実した介護予防事業の展開を提案することも必要である。
　

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

他市に介護予防に特化した同様施設はなし

　※いきいきプラザ概要
　　・地下１階　地上５階（鉄筋コンクリート造）複合施設
　　・１階～２階　府中市立高倉保育所　　　　　　（延床面積　1568.29㎡）
　　　３階～５階　府中市立介護予防推進センター　（延床面積　1611.76㎡）
　　・建設費等　1,622,241千円　（内訳）土地購入  　 　 　448,120千円
　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　設計　　　　　　　 32,629千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 解体、埋蔵文化財　139,301千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 建設工事  　　 　 777,525千円
　　　　　　　　　　　　　       　　  外構工事等　　　　 90,069千円
　　　　　　　　　　　　　　       　　初度備品　　　　　134,597千円
　

特記事項

府中市としての介護予防事業の取組み等については、定例で開催する介護予防推進担当者及び介護予防
コーディネーター連絡会議に介護予防推進センターの職員も参加し、情報共有や役割分担を行っており、
介護予防推進事業担当者・介護予防コーディネーター・介護予防推進センター職員・高齢者支援課職員の
検討会も定例で開催し、方向性や課題について検討している。

介護予防サポーター活動延数 回 2,506 2,101 1,116

自主グループ数 グループ 46 35 22

Ｈ22年度 Ｈ21年度

介護予防教室参加者数 人 5,169 4,688 3,063

6,825 7,369 10,976

事
業
成
果

成果目標
（指標設定理由等）

【介護予防教室参加者数】要介護状態に移行することを予防するために介護予防活動を行う動機づけとな
る。
【介護予防サポーター活動数】市民がお互いに支え合い、介護予防活動を広げるための支援となる。
【自主グループ数】要介護状態に移行することを予防するために、グループに参加することにより介護予
防活動を継続する。（グループの立上げ支援及び継続支援をする。）

成果
（目標達成状況）

【成果指標名】 単位 Ｈ23年度

いきいきハウス利用者延数 日 967 865 832

単位当たりコスト 事業費 ／
介護予防教室
参加者延数 円

人 23,224 23,020 17,272

介護予防講座参加者延数 人 9,994 7,926 13,490
事
業
実
績

活動実績

【活動指標名】 単位 Ｈ23年度 Ｈ22年度 Ｈ21年度

介護予防教室参加者延数



府中市立介護予防推進センター　事業実績

区　分 単位 ２３年度 ２２年度 ２１年度

教室数 教室 40 40 30

利用人数 人 555 623 384

（３か月） 利用延人数 人 5,356 5,927 4,283

教室数 教室 3 16 16

利用人数 人 46 286 288

（３か月） 利用延人数 人 446 2,729 3,194

教室数 教室 6 7 7

利用人数 人 60 37 77

（３か月） 利用延人数 人 616 378 837

教室数 教室 2 2 2

利用人数 人 15 20 23

（４か月） 利用延人数 人 187 260 327

教室数 教室 2 2 2

利用人数 人 14 20 17

（６か月） 利用延人数 人 246 309 343

教室数 教室 8 8 2

利用人数 人 133 103 23

（３か月） 利用延人数 人 1,275 924 257

教室数 教室 2 7 5

利用人数 人 38 93 29

（３か月） 利用延人数 人 380 891 346

教室数 教室 4 3 3

利用人数 人 71 71 46

（３か月） 利用延人数 人 597 612 507

教室数 教室 119 82 58

利用人数 人 4,237 3,435 2,176

利用延人数 人 14,121 10,990 7,178

開催回数 回 307 268 299

参加人数 人 9,994 7,926 13,490

延件数 件 190 157 176

利用日数 日 967 865 832

グループ数 グループ 46 35 22

支援延数 回 283 236 133

新規登録数 人 12 22 41

育成研修 回 6 8 6

スキルアップ研修 回 52 46 0

活動数（センター）人 1,915 1,523 875

活動数（地域） 人 591 578 241

交流回数 回 15 15 12

ウオーキング

事　業　内　容

自主グループ支援

いきいきハウス

介護予防サポーターの養成

尿失禁予防

うつ予防

世代間交流

介護予防教室
（３～６か月）

介護予防教室（１か月）

介護予防講座

介護予防相談

認知症予防〔旅行〕

認知症予防〔園芸〕

筋力向上

転倒予防

栄養改善
口腔ケア







（ ）

事
業
概
要

実施の背景

目　的
（何をどうしたいのか）

146,917

千円20,957 千円

　峯尾達也

予算事業名 平成１８年度

地域支援事業実施要綱

上位施策事業名

地域介護予防事業（介護予防推進事業）

高齢者支援課・介護予防担当

事務区分

千円

189,326

■直接実施

６５歳以上の介護認定を受けていない方

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担 当 部 名 福祉保健部

183,534

千円

二次予防事業対象者に対して実施することを基本として、二次予防事業対象者が要介護状態等になることを予防するこ
とを通じて、一人ひとりの生きがいや自己実現のための取組みを支援し、活動的で生きがいのある生活や人生を送るこ
とができるよう支援することを目的としています。目的を達成するために、個々の対象者の心身の状況等に応じて、対
象者の選択に基づき、適切な事業を包括的かつ効率的に実施します。

23年度（決算） 22年度（決算） 21年度（決算）

千円

1.9 人

24年度（予算）

177,759 千円

79,399

国都支出金の内容

千円

15,421

事
業
費

0

千円173,047

千円 86,363

千円

担当課･係名

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

0.4 人00

39,225 人

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

総事業費

高齢者サービスの充実

実施方法

対象者数（H24.4.1人口に対する割合）

事業費合計 千円

対　象
（誰・何を対象に） ％

根拠法令等

■自治事務　　□法定受託事務

関連事業
（同一目的事業等）

府中市立介護予防推進センターにおける介護予防事業・地域デイサービス事業

0

介護保険制度の円滑な実施の観点から、被保険者が要介護状態になることを予防するとともに、要介護状態等になった
場合においても、可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援するため、平成１８年６月
９日に制定され、平成１８年４月１日から適用された「地域支援事業実施要綱」に基づき実施しています。

千円

千円

千円

人

15.6

■業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：府中市地域包括支援センター　１１か所　）

コ
ス
ト

千円

人嘱託職員

人件費合計

千円

国都支出金

千円

3.35 千円

97,306

臨時職員等 0

15,421

財源

内訳

46,561

地方債

203,709

人

56,461

千円

地域支援事業交付金

財源合計

46,429千円

その他特財の内容

171,688

千円

183,534

人

千円

【一次予防事業費】需要費　介護予防啓発普及パンフレット等　　　　　　　　　  607,702円
【二次予防事業費】需要費　教室教材等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  306,642円
　　　　　　　　　役務費　基本チェックリスト郵送料等　　　　　　　　　　 10,012,915円
　　　　　　　　　委託料　基本チェックリスト及び結果票印刷、封入・封緘等　8,651,257円
　　　　　　　　　　　　　教室（ひと口・はっぴー）講師委託料              9,005,276円
　　　　　　　　　　　　　教室運営委託料                                 97,375,500円
【介護予防推進事業費】委託料　教室運営委託料　　　　　　　　　　　　　　 20,957,000円

千円

千円

1.9 人

千円

210,667 千円

50,742 千円

189,326 千円

0 人

3.15

146,917

千円1,3440 人

千円

千円

千円

220,108 千円

1,331

0

人 30,782

千円

千円

千円

千円

1.9

千円

19,280

118,888

一般財源

事業費内訳
（平成23年度分）

【二次予防事業対象者の把握】
　６５歳以上介護認定なし者に基本チェックリストを郵送により配布、回収し、二次予防事業対象者を把握
【通所型介護予防事業】
　・運動器の機能向上プログラム（ころばん体操教室）
　・栄養改善及び口腔機能向上の複合プログラム（ひと口教室）
　・認知機能低下予防プログラム（忘れん教室）
　・うつ予防プログラム（はっぴー教室）
　・尿失禁予防プログラム（女性のための体操教室）
　　　１教室１３回　体験教室及びフォロー教室の実施
【介護予防の普及啓発】
　パンフレットの作成、配布
《利用料》
　通所型介護予防事業　１教室1,000円

保険料・支払基金交付金・地域支援事業繰入金・利用料
その他特財

0.4 人

人 3.55

担当正職員 1.9 人 15,241 千円

0 人 0

千円

0

0

70,437 千円

人 29,451 千円千円

27,133

人
件
費

15,421 千円 2.95 人 25,789

0

事業番号１-14 平成24年度



予算事業名 平成１８年度地域介護予防事業（介護予防推進事業）

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

事業番号１-14 平成24年度

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）
※各市の実施状況は補足資料参照

1.3

17.013.8

146

18,418

17,741人

教室

介護予防教室参加者延数

Ｈ22年度

【介護予防教室参加者数】要介護状態に移行することを予防するために介護予防活動を継続する動機づけ
となる教室参加数
【介護予防教室対象者に対する参加率】教室への参加を勧奨した対象者に対する参加率
【高齢者人口に対する参加率】地域支援事業実施要綱による概ね５％の目安に対する参加率

単位

14,793

101

　高齢者一人ひとりが介護予防の必要性に気づき、日常生活の中で自ら介護予防に取り組み、継続する動
機づけとして、介護予防事業への参加者増を図る必要があり、そのためには、基本チェックリストの回収
率を上げることが課題となる。
　また、地域で介護予防に継続的に取り組むためには、介護予防の取組を支援する人材の育成と、それら
の人材と関係機関・関係団体等のネットワーク化を図り、地域で介護予防に取り組める仕組みを充実する
ことが必要である。
　さらに、介護予防の効果は統計等の数値で表わすことが難しく、事業成果の数値化が困難であるが、介
護予防教室参加者と未参加者の要介護状態への移行の比較分析・評価を実施し、事業効果の検証を予定し
ている。

高齢者人口に対する参加率 ％

137

7,969

介護予防教室参加者数 人 1,296

7,619

Ｈ21年度

13,259

3.0

9.4

【成果指標名】

2.0

Ｈ23年度

％

1,6641,834

介護予防教室対象者に対する参加率

Ｈ21年度

12,7989,964

Ｈ22年度

人

特記事項

単位当たりコスト

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

・「地域支援事業実施要綱」の最終改正は平成２４年４月１日であり、平成２２年８月６日に二次予防事
業対象者等の名称変更及び二次予防事象対象者の決定方法が改正された。
・平成２１年度の教室対象者は、基本チェックリスト送付及び対面式健診で抽出した。
・平成２３年度の介護予防教室は、１教室１５回から１３回に変更して実施した。

事
業
実
績

【活動指標名】

介護予防教室
参加者延数

活動実績

／事業費

単位

介護予防教室数

18,436

介護予防教室対象者数

Ｈ23年度

事
業
成
果

成果
（目標達成状況）

成果目標
（指標設定理由等）

円



137,105 千円 189,326 千円

千円 0 千円

財源合計 153,767 千円 125,960 千円

一般財源 千円 千円

千円

118,888 千円

その他特財の内容 保険料・支払基金交付金・地域支援事業繰入金・利用料

千円 千円

千円
その他特財

97,306 千円 79,399 千円 86,363

千円

国都支出金の内容 地域支援事業交付金

137,105 千円 189,326 千円

千円 0 人

50,742 千円 70,437

0 人 0 0

財源

内訳

国都支出金
56,461 千円 46,561 千円

地方債 千円

人件費合計 0 人 0 千円 0 千円

総事業費 153,767 千円 125,960 千円

人 0 千円

人
件
費 0 千円0 人 0 千円 0 人

人 0千円 0

0 千円 0 人

人 0 千円

臨時職員等 0 人 0 千円

人 0 千円 0

千円 0 人 0 千円0 人 0 千円 0千円

嘱託職員 0 人 0

0人

千円 0

財源

内訳

19,280

担当正職員 0 人 0

0

千円

千円

事
業
費

事業費合計

事業費内訳
（平成23年度分）

【一次予防事業費】需要費　介護予防啓発普及パンフレット等　　　　　　　　　  607,702円
【二次予防事業費】需要費　教室教材等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  306,642円
　　　　　　　　　役務費　基本チェックリスト郵送料等　　　　　　　　　　 10,012,915円
　　　　　　　　　委託料　基本チェックリスト及び結果票印刷、封入・封緘等　8,651,257円
　　　　　　　　　　　　　教室講師委託料                                  9,005,276円
　　　　　　　　　　　　　教室運営委託料                                 97,375,500円

千円 125,960

21年度（決算）

千円

人 29,451 千円人 25,789

コ
ス
ト
（
介
護
保
険
特
別
会
計
分
）

24年度（予算） 23年度（決算）

千円 189,326153,767 千円 137,105

22年度（決算）

27,133 3.55

人 0 千円臨時職員等

1,331

0

人

0

0

千円

73,562

19,280

15,421

千円

千円

一般財源

担当正職員 1.9 人 15,241 千円

30,782

コ
ス
ト
（
一
般
会
計
分
）

嘱託職員

千円

国都支出金の内容

0

15,421 千円 2.95

千円

事業費内訳
（平成23年度分）

その他特財

0.4 人

千円

千円

30,782 千円

46,429

千円

千円

その他特財の内容

20,957

人3.35 千円15,421

千円

千円

千円

千円

千円

千円

19,280

0 人 千円

千円

0

千円人 0 千円

千円

70,179

0 千円

0 人

3.15

20,957

千円1,344

総事業費

千円

1.9 1.9 人

人
件
費

1.9 人

人

21年度（決算）

財源合計

46,429千円

地方債

34,701

人人件費合計 千円千円

千円0.40

46,429

千円

千円0

千円 千円

根拠法令等

■自治事務　　□法定受託事務

担当課･係名

国都支出金

千円

事
業
費

0 人

【介護予防推進事業費】委託料　教室運営委託料　　　　　　　　　 20,957,000円

上位施策事業名

24年度（予算） 23年度（決算） 22年度（決算）

地域介護予防事業（介護予防推進事業）

高齢者サービスの充実

事業シートに記載のある介護予防推進事業の事業費は、介護保険特別会計と一般会計の合計額を記載して
います。
介護保険会計では、市町村が事業を実施することにより、被保険者が要介護状態又は要支援状態になるこ
とを予防するとともに、要介護状態となった場合でも、可能な限り、地域において自立した生活を営むこ
とができるよう支援することを目的とした事業に対して、介護保険給付見込額の３％以内（それぞれの事
業２％の範囲内）で地域支援事業交付金が交付されます。府中市では、「介護予防事業」として一次及び
二次事業費、「包括的支援事業」として地域包括支援センター運営費の財源としています。介護予防事業
における地域支援事業の財源構成は、国交付金25％、都交付金12.5％、市繰入金12.5％、第１号保険者の
保険料21％、第２号保険者の保険料29％です。介護予防推進事業は、総事業費のうち介護特別会計の一次
及び二次予防事業費で不足した分を一般会計で予算計上しています。
事業費は、各会計で計上していますが、事業は一体で行っているため、事業シートでは、事業全体を把握
していただくため、２つの会計の合計を事業費としています。会計別の内訳は下記のとおりです。

事業費の考え方

高齢者支援課・介護予防担当

事務区分

千円

千円20,957 千円

人

千円事業費合計

0

事業シート（事業費内訳説明書）

事業開始年度

作成責任者

担 当 部 名 福祉保健部

　峯尾達也

予算事業名 平成１８年度

地域支援事業実施要綱

事業番号１-14 平成24年度
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（ ）

112,904 千円

千円 千円

財源合計 244,412 千円 143,263 千円 125,588 千円

112,904 千円

その他特財の内容 粗大ごみ処理手数料、事業系廃棄物処理手数料、家庭系廃棄物処理手数料

一般財源 244,412 千円 千円

千円 千円

その他特財
千円 143,263 千円 125,588 千円

千円

国都支出金の内容

地方債 千円 千円

233,867 千円

財源

内訳

国都支出金
千円 千円 千円

人 120,963 千円

総事業費 244,412 千円 236,950 千円 236,249 千円

千円 13.17 人 110,661 千円 13.26

千円

人件費合計 12.34 人 90,525 千円 11.84 人 93,687

人 千円 人

千円

臨時職員等 人 千円 人 千円

人 千円 0.5 人千円 0.5 人 千円 0.83

千円 12.76 人 千円11.34 人 千円 12.34 人
人
件
費

担当正職員 10.34 人 83,919 千円

嘱託職員 2 人 6,606

125,588 千円 112,904 千円

事業費内訳
（平成23年度分）

委託料
　①家庭系有料袋作成・配送委託81,971,918円、②家庭系有料袋販売委託49,265,415円、③家
庭系有料袋売上金収納システム保守845,460円、④事業系ごみ袋販売収納事務委託3,705,374
円、⑤事業系有料袋販売取扱管理事務委託1,434,696円、⑥粗大ごみシール取扱手数料収納事務
（協力店）2,728,909円、⑦粗大ごみシール取扱手数料収納事務（シルバー）833,244円
税還付金等　⑧粗大ごみシール償還金82,750円
需要費　⑨事業運営に伴う消耗品642,148円、⑩事業運営に伴う印刷製本費1,439,655円
役務費　⑪事業運営に伴う郵便料306,640円

事
業
費

事業費合計 153,887 千円 143,263 千円

事業内容
（手段、手法など）

　家庭や事業所からでるごみを収集にあたり、ごみを各家庭や各事業所から排出する場合、指
定袋又はシールを購入して排出することになっており、指定袋（家庭用可燃・不燃はSSサイズ
10円、Sサイズ20円、Мサイズ40円、Lサイズ80円、容器包装プラスチック用はSSサイズ5円、S
サイズ10円、Мサイズ20円、Lサイズ40円で販売、事業所用はМサイズ120円、Lサイズ250円で
販売）や粗大ごみシールの作成及び取扱店での販売委託を行うほか、販売後の手数料納付事務
などを行っています。
・家庭系ごみ収集袋取り扱い店舗数　２８１店
・事業系ごみ収集袋取り扱い店舗数　　４９店
・粗大ごみシール販売取扱店舗数　　　１８店

関連事業
（同一目的事業等）

廃棄物収集運搬事業

コ
ス
ト

24年度（予算） 23年度（決算） 22年度（決算） 21年度（決算）

100 ％

実施方法

□直接実施

■業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：府中市商店街連合会、三幸商事株式会社ほか）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

実施の背景

廃棄物の処理及び清掃に関する法律にに基づき、市町村ではその区域内における一般廃棄物を生活環
境の保全上支障が生じないように収集・運搬・処理を行っている。
大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会から循環型社会に移行するため、排出者にも処理経費の一部
を負担してもらうと共に、行政・排出者が協力してリデュース・リユース・リサイクルの推進に努める必要
がある。

目　的
（何をどうしたいのか）

経済的インセンティブを活用した一般廃棄物の発生抑制や再生利用の推進、排出量に応じた負
担の公平性及び住民・事業者の意識を高め、循環型社会の形成、ごみの適正処理の推進を図る
必要があり、その為の有料指定袋、粗大ごみシール等を作成・管理する必要がある。

事
業
概
要

対　象
（誰・何を対象に）

世帯数118,089　少量排出事業所数3,073　【H24.4.1現在】
対象者数（H24.4.1人口に対する割合）

251,349 人

根拠法令等 府中市廃棄物の処理及び再生利用に関する条例、条例施行規則 担当課･係名 ごみ減量推進課

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 作成責任者 今坂英一

事業シート（概要説明書）

予算事業名 有料ごみ収集管理費 事業開始年度 平成５年

上位施策事業名 ごみの適正処理の推進 担 当 部 名 環境安全部

事業番号1-15 平成24年度



事業シート（概要説明書）

予算事業名 有料ごみ収集管理費 事業開始年度 平成５年

事業番号1-15 平成24年度

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

　多摩26市では他に18市で家庭ごみの有料化を実施している。粗大ごみについては、全市で有料化を実施
している。
多摩地域の１人１日あたりのごみ量ベスト１０（平成２２年度）
１位　府中市 ５３７．３ｇ、２位　西東京市　５７７．４ｇ、３位　東村山市 ５７８．１ｇ、４位　町
田市 ５８１．９ｇ、５位　多摩市 ５８６．２ｇ、６位　清瀬市　５８７．５ｇ、７位　八王子市 ５９
０．１ｇ、８位　日野市 ５９５．９ｇ、９位　小金井市 ６０３．３ｇ、10位　三鷹市 ６０６．７ｇ

特記事項 平成5年粗大ごみ有料化、平成9年事業系ごみ全面有料化、平成22年家庭ごみ有料化・戸別収集開始

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

【ごみ収集袋の導入前の課題】ダストボックスによるごみ収集を行っていた為、外からごみが見えなず、
分別が徹底されなかった。また、事業者や他市からの不法投棄が多く、ごみ減量が進まない状況にあっ
た。

【導入後の効果と課題】平成13年度比でごみ50％削減、リサイクル率日本一を目標にごみ有料化・戸別収
集を導入したが、2年が経過し、ややリバウンド傾向にある。

【解消に向けた取組みや方向性】有料化・戸別収集によりごみ減量・リサイクル率向上については一定の
効果が継続的な事業展開により、さらなるごみ減量、リサイクルの推進を図るとともに、より良いごみ減
量施策を検討していく必要がある。

ごみ量50％削減（平成13年度比） ％ 36 38 16

リサイクル率 ％ 42 43 38

12

事
業
成
果

成果目標
（指標設定理由等）

　本市では、ごみ減量５０％削減・リサイクル率の日本一の目標を掲げており、市民･事業者と
の協働によるごみ減量を展開し、目漂達成を目指すとともに、循環型社会の実現を図る。

成果
（目標達成状況）

【成果指標名】 単位 Ｈ23年度 Ｈ22年度 Ｈ21年度

粗大ごみシール売上 ／ 粗大ごみシール販売枚数 円 12 12

8 7 12

事業系有料指定袋売上 ／ 事業系有料指定袋販売枚数 円 38 51 31

粗大ごみシール販売 枚 292,317 271,227 283,287

単位当たりコスト

家庭系有料袋売上 ／ 家庭系有料袋販売枚数 円

枚 16,456,399 15,698,250 8,753,500

事業系有料指定袋販売 枚 134,620 144,560 101,796事
業
実
績

活動実績

【活動指標名】 単位 Ｈ23年度 Ｈ22年度 Ｈ21年度

家庭系有料袋販売



事業系有料指定袋

粗大ごみシール

3,562,153円

【歳入】粗大ごみ処理手数料 　市民の方から粗大ごみの排出に伴い徴収した処理手数料。
　平成19年度から実施している直接搬入の場合は手数料半額。平成２１ 109,564,700円

平成２２ 102,029,650円
平成２３ 110,745,400円

【歳入】家庭系廃棄物処理手数料

【歳出】家庭系有料指定袋作成・受注・配送委託料

平成２１ 50,262,396円
平成２２ 61,862,898円

平成２３ 49,265,415円

【歳出】事業系ごみ袋販売委託

家庭用有料指定袋

【歳出】家庭系有料指定袋販売委託
平成２１ 29,261,400円
平成２２ 45,563,161円

　家庭用有料指定袋を販売している市内約280店舗への委託料。
金額は販売額の１割と消費税。
　1箱（50本入、可燃Ｌ・不燃Ｌについては25本入）単位での買取
方式。入金確認後、委託料を支払っている。

平成２３ 81,971,918円

　有料指定袋の販売を行い徴収したごみ処理手数料の収入金
額。手数料の料金設定は、可燃・不燃は2円/ℓ、容器包装プラは1
円/ℓ。　サイズ展開はSS（5ℓ）、Ｓ（10ℓ）、М （20ℓ）、Ｌ（40ℓ）の4種
類。

【歳出】事業系指定袋作成 事業系ごみ処理の手数料徴収のための指定袋作成費用。平成9
年からの可燃ごみに加え、平成22年より不燃、容器包装プラにつ
いても指定袋による収集を開始。（1日平均10㎏未満の少量排出
事業所が対象）

平成２１ 0円
平成２２ 1,993,320円
平成２３ 463,050円

平成２３

23,742,900円

　府中市商店街連合会への販売委託料。実際の販売店舗は市
内49店舗。
　委託料については、Мサイズ18円/1枚、Ｌサイズ37円/1枚。

平成２１ 0円
平成２２ 1,993,320円
平成２３ 463,050円

0円
平成２３

469,168,090円

【歳入】事業系廃棄物処理手数料 　有料指定袋の販売を行い徴収したごみ処理手数料の収入金
額。
　手数料の料金設定は、可燃・不燃・容器包装プラともにМサイ
ズ（23ℓ）120円/1枚、Ｌサイズ（45ℓ）250円/1枚。

平成２１ 20,455,700円
平成２２ 24,996,300円
平成２３

3,147,014円
平成２３

平成２２ 433,919,090円

　家庭ごみ処理の手数料を徴収するための有料指定袋の作成、
各取扱店舗からの発注に応じての配送、在庫の管理の委託業務
に係る委託料。

【歳出】粗大ごみシール作成費 　粗大ごみ処理手数料を徴収するためのシールの作成に係る経
費。在庫の状況により発注するため、平成22年度は作成していな
い。
　200円、500円、1000円、2000円、3000円の5種類。

平成２１ 1,519,350円
平成２２

廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、市町村ではその区域内における一般廃棄物を生活環
境の保全上支障が生じないように収集・運搬・処理しなくてはならないが、大量生産・大量消費・大量廃
棄型の社会から循環型社会への移行を目指すうえで、経済的インセンティブによるごみの発生抑制を促
進するとともに、地方自治法に基づきサービスの利用割合による負担の公平性を保つ観点から、平成
22年2月2日より家庭ごみの有料化を実施。
なお、粗大ごみについては平成5年、事業系可燃ごみについては平成9年より有料化を実施。

有料種別ごとの委託料と手数料収入の推移

平成２１ 278,678,000円

507,150円

【歳出】粗大ごみシール販売委託 　粗大ごみシール販売店への委託料。
委託料は月額3000円＋シール販売金額の1割と消費税。
　月ごとの売上金額確定後、取扱店からの入金を確認した後に
委託料の支払。

平成２１ 3,391,748円
平成２２
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（ ）

目　的
（何をどうしたいのか）

39,584

事務区分

千円

人

事
業
概
要

1.67 人

実施の背景

□直接実施

世帯数118,089　少量排出事業所数3,073　【H24.4.1現在】

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担当部名 環境安全部

今 坂 英 一

予算事業名

上位施策事業名

リサイクル推進事業

14,284

千円

千円

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

人

千円

13,554

平成６年度

　ごみ減量・リサイクルを推進するためには、ごみを排出する市民や事業者の理解と協力が大
変重要であり、そのための各種リサイクル推進事業を実施する。

23年度（決算） 22年度（決算） 21年度（決算）

千円34,413

ごみ減量推進課担当課名

千円 44,234

251,349 人

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

総事業費

千円

千円

千円

人

100

☑業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：シルバー人材センター、トムラ・ジャパン(株)）

ごみ減量化・資源化の推進

実施方法

対象者数（H24.4.1人口に対する割合）

事業費合計 千円

対　象
（誰・何を対象に） ％

根拠法令等

☑自治事務　　□法定受託事務

　近年の地球温暖化や資源の枯渇などの環境問題への取組みが求められており、その一環として、ごみ
減量と　リサイクルを推進するため平成22年2月2日からダストボックスを撤去し、家庭ごみの有料化、戸
別収集を実施した。しかしながら、さらなるごみ減量･リサイクルを推進するために、市民や事業者等への
啓発活動が必要不可欠である。

21,545

関連事業
（同一目的事業等）

ごみ減量推進事業、ごみ減量運動啓発事業、リサイクル用品活用事業など

事
業
費

30,170

24年度（予算）

千円

千円

1.67

コ
ス
ト

地方債

嘱託職員

人件費合計

国都支出金

877

財源合計

1,329

国都支出金の内容

その他特財の内容

44,454

千円
財源

内訳

千円 2,830

千円

44,454 千円 38,504 千円

2,830 千円

千円

1,547千円 千円

千円

千円 38,504

千円

16,959

39,584

人

43,577 千円 35,425 千円

市町村総合交付金

千円

1,261

22,169 千円

2.36

26,030

千円人 千円

人

千円

人 22,065

人

2.36 千円

千円

千円

千円

千円

44,234

一般財源

事業費内訳
（平成23年度分）

・ペットボトル減容等の選別・運転作業委託…市民から排出されたペットボトルを再資源化するために、容器包装リサ
イクル法に定める分別基準適合物とするための中間処理を行う。
・家具再生業務委託…粗大ごみとして収集された家具のうち、再利用できるものについて補修等をし再生している
・自転車再生業務委託…ごみとして搬入された自転車について、再生できるものや部品を使いリサイクル自転車を作製
し輪業組合の検査を受ける。
・庁内OA廃棄紙等再生事業搬送委託…市役所の業務で使用した紙ごみについて収集、再資源化工場に搬送する。
・ペットボトル店頭回収システム委託…市内スーパー１０店舗で専用の回収機器を設置し、市民がペットボトルを投入
し、ペレット化された再資源化原料を収集し再資源化工場に搬送する。

有価物売払収入
その他特財

人

担当正職員 1.76 人 14,284 千円 人

臨時職員等

人

委託料
①ペットボトル減容等の選別委託8,966,925円②ペットボトル減容等の選別委託運転作業含む）
1,435,200円③家具再生業務委託1,827,870円④自転車再生業務委託3,721,860円⑤庁内OA廃棄紙
等再生事業搬送委託5,995円⑥ペットボトル減容器保守点検委託その１ 858,900円⑦ペットボト
ル減容器保守点検委託その２　451,500円⑨自転車搬送委託300,150円⑩ペットボトル店頭回収
システム委託7,859,751円

人
件
費

13,554 千円

人

千円

1.76

1.94 人 16,959

千円

42,687

22,065 千円

1.94 人

千円

千円

千円

事業番号1-16 平成24年度



事業シート（概要説明書）

事業開始年度予算事業名 リサイクル推進事業 平成６年度

事業番号1-16 平成24年度

単位当たりコスト

再生家具販売実績

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

多摩地域のリサイクル率ベスト10（平成22年度）
1位　小金井市　51.7％、2位　調布市　50.6％、3位　三鷹市　45.8％、4位　府中市　43.3％,
東村山市　43.3％、 6位　西東京市　41.8％、7位　国分寺市　41.4％、8位　武蔵野市
38.3％、9位　東久留米市　38.1％、10位　羽村市　37.9％

3842

3,860,933

　本市では、ごみ５０％削減・リサイクル率の日本一の目標を掲げており、市民･事業者との協
働によるごみ減量を展開し、目漂達成を目指すとともに、循環型社会の実現を図る。

288

-

-0

ペットボトル店頭回収システム実績

点

12,333

312

店頭回収事業費

リサイクル率の向上に向けた課題
・排出時により分別の徹底を図る必要があること
・再生家具・自転車等は、ごみとして排出せずリサイクルショップ等へ持ち込むなどリサイク
ルしていく。
・これまでのリサイクル推進事業の課題としては、容器包装プラスチック、ペットボトル等の
水洗いの徹底で高品質の資源としたい。
・リサイクル率日本一となるための課題は、現在ごみとして焼却処分している中からリサイク
ル出来るものを探す。（リサイクル率が４８％で日本一　21年度の実績で環境省が算出）
　ごみ減量･リサイクルを推進し、循環型社会を形成するためには、市民･事業者の理解・協力
が不可欠であるため、現在のリサイクル推進事業を土台にして、さらなる分別・リサイクルが
必要である。

1,690,347

0

ごみ量50％削減（平成13年度比） ％

リサイクル率

【成果指標名】 Ｈ23年度

％

3836

単位 Ｈ22年度

43

点 521 700586

289

Ｈ23年度 Ｈ21年度単位

特記事項

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

平成5年粗大ごみ有料化、平成9年事業系ごみ全面有料化、平成22年家庭ごみ有料化・戸別収集開始。

■リサイクルプラザ管理運営費（平成23年度）
　業務運営委託料　　　　　308,254千円
　管理委託料　　　　　　　 55,673千円
　光熱水費及び燃料費       31,745千円
　諸経費                   46,711千円
　合計　　　　　　　　　　442,383千円

事
業
実
績

【活動指標名】

活動実績

店頭回収実績

Ｈ22年度

3,082

ﾘｻｲｸﾙ自転車事業費 円

本

ﾘｻｲｸﾙ自転車販売実績

再生家具事業費 ／

／ ﾘｻｲｸﾙ自転車実績

／

事
業
成
果

成果
（目標達成状況）

成果目標
（指標設定理由等）

円

Ｈ21年度

16

11,929 12,200

再生家具実績 円 3,119 3,370
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。



（ ）

千円

36,284

21,477

千円

40,361 千円

（単位・千円）

2.2

908

千円

人 20,569

物品

手数

91 ｝ （単位・千円）622

14 （単位・千円）2 ｝

[需　用　費]

[役　務　費]

[委　託　料]

713

16

16,936

人
件
費

15,908

4.46

2.5千円

人

820

1.96 人 15,908 千円千円

18,345 千円

2.5 人

人

774 千円

0

千円

千円

千円

人

国都支出金の内容

36,558

千円

千円

千円 4,077千円

千円

その他特財

人

その他特財の内容

4,654

千円

0 人

担当正職員 2.01

0

17,571千円千円 人

千円

千円

{ 事務

国都支出金

千円

千円

千円

千円

千円

千円

4.7

人

4.514.46

0

{ 郵便

1.96 人

（内訳）

0

34,393 千円

人

4,442

36,558財源合計

一般財源 千円

コ
ス
ト

千円

17,068

財源

内訳

地方債

35,627

人

31,185

35,627

総事業費

人件費合計

関連事業

2.5

担当課･係名

適切な運動を通して、より健康で豊かな生活を支援し、生活習慣病の予防を図る。

81.5

■業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：東京体育機器㈱・判定医）

事業内容
（手段、手法など）

人

対　象
（誰・何を対象に）

対象者数（H24.4.1人口に対する割合）

事業費合計 千円

201,313 ％

18,213 千円千円 17,665 千円

人 16,728 千円

千円

（内訳）

（内訳）

16,936 ｝

2.5

{ 消耗品

臨時職員等 1,160人

24年度（予算）

0

事業費内訳
（平成23年度分）

嘱託職員

事
業
費

千円

千円 40,361

健康増進指導使用料

千円32,499

千円

4,059

上位施策事業名

21年度（決算）

0

18,559

人

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担 当 部 名 福祉保健部

松下　民夫

予算事業名 健康増進事業

健康推進課

事務区分

実施方法

根拠法令等

健康づくりの支援

千円

29,739

□直接実施

18,884

実施の背景

22年度（決算）

昭和62年度

府中市保健センター条例

成人（20歳以上）
※表の値は市民のみの対象者数（市勤・市外は除く）

個人の生活・栄養・運動状況に合わせた運動プログラムにそった実践指導を実施することによ
り、生活習慣病の予防の一助とするとともに、健康の維持と増進を支援する。

■自治事務　　□法定受託事務

900円

利　用　料　金

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

34,393

事
業
概
要 【運動実践指導】トレーニング室で運動指導員の指導により個別に運動プログラムを組み実践する。

初回利用時のみ予約による利用説明会を行う。2時間ごとに設定した時間枠を1回の利用とする。

300円 400円
9,000円

目　的
（何をどうしたいのか）

市外在住者
2,000円
市 民 市内勤務者

【その他】運動実践と並行し、希望者に対して保健師による生活相談・栄養士におる食生活相談などを行
う。

健 康 度 測 定
トレーニング室（1回）

3,000円

【健康度測定】月4回程度、火または水曜日に実施（予約制）1回上限6名まで受診。午後1時～4時。
測定項目…尿検査・血圧検査・血液検査・身体測定・肺機能検査・体脂肪測定・心電図（安静時・負荷
時）医師問診・体力測定
目的…トレーニング室の利用申込者に対し、利用の可否を医師により判定する。

23年度（決算）

千円

千円

事業番号1-17 平成24年度



事業シート（概要説明書）

事業開始年度予算事業名 健康増進事業 昭和62年度

事業番号1-17 平成24年度

133148

43,81843,630

163

12,95514,643 11,968

Ｈ21年度

トレーニング室年間利用者数（延べ人数）

健康度測定年間利用者数

【成果指標名】 単位

人

人

Ｈ22年度

109,041

Ｈ23年度

／ 円

111,906 122,159
単位当たりコスト

健康増進事業費（測定分） ／ 健康度測定年間実施数 円

健康増進事業費（トレーニング室分） トレーニング室年間開室日数

事
業
成
果

成果目標
（指標設定理由等）

活動実績
日

323

健康度測定年間実施数

単位

特記事項

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

事
業
実
績

【活動指標名】

トレーニング室年間開室日数

44

Ｈ21年度

日

41

Ｈ23年度 Ｈ22年度

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

府中市のように、トレーニング室の利用の可否について、市が委託した医師により利用の可否を判定して
いる近隣自治体はなく、当日の血圧測定、簡易な問診により、利用者の自己責任において利用を可として
いる自治体が多い。
＜近隣自治体での事業実施状況＞
①利用料金を徴収し、トレーニング室等で運動を実践（２市）
②運動教室・健康講座等を実施（１６市）
③実施していない（７市）

トレーニング室の利用者が年々増加していることから、運動の習慣化が促進され、市民の健康
の維持と増進のための一助となっていると考えられる。
平成22年度時点での成果目標
健康度測定年間利用者数目標値…225人（平成25年度を目標）
トレーニング室年間利用者数…11,545人（平成25年度を目標）

　トレーニング室の利用の可否を判断するための健康度測定の受診者数については、ほぼ横ばいである
が、トレーニング室の利用者数を平成21年度と平成23年度で比較すると、22.4％の増となっており、年々
増加している。健康増進事業は、運動だけでなく、保健師との生活相談や栄養士との食生活相談など、
様々な面から市民の健康の維持をサポートすることにより、市民の健康の維持と増進を支援することを目
的としているが、こうした相談はあまり活用されておらず、現状では、運動実践に重点が置かれた事業実
態となっている。
　健康づくりにおいては、「身体活動・運動」も重要な分野ではあるが、それに偏ることなく「健康の自
己管理」や「栄養・食生活」などの分野についてもバランスよく取り組んでいくことが必要であることか
ら、現在、健康増進事業の見直しを行っている。
　トレーニング室については、利用の可否を判断している健康度測定を廃止し、自主的に健康づくり活動
を行う元気いっぱいサポーターの登録者や健康教室事業の参加者など、健康づくりに関心を持つ方であれ
ば利用できるようにするなど、利用の拡大を一層促進するとともに、トレーニング室は健康増進室に変更
し、市からの健康情報発信の場所、地域で仲間といっしょに健康づくりに取り組む場所など、運動実践に
偏ることのない、健康の保持や増進のための場所として活用することなどを検討しており、平成25年度か
らの変更を予定している。

43,049

330 329
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2.00 人 11
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事業費内訳
（平成23年度分）

府中市歯科医師会に事業委託。毎年6月の「歯の衛生週間」（6/4～6/10）期間内の金・土（2日
間）に市内協力医療機関で無料の歯科健診を実施。
広報や他事業開催時にチラシ配布等で周知し、実施日に市民が直接歯科で受診する。
歯科医院では、市が配布する健診票に基づき歯の状況を点検し、歯周病・歯石の有無、清掃状
況の確認を行う。結果についてはその場で受診者に手渡しし、その後の歯の衛生に対して意識
を高めるきっかけとする。

その他特財

人

人

千円

千円

千円

2.29

千円

13,854

千円

千円

千円

14,336 千円

11

人 2,816

千円

11,520 千円

2.00 人

0.30

11,469

千円人

需用費（ポスター、受診票の印刷作成）　87,412円
委託料（市内歯科医院109医院・2日間）　11,381,650円
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ト

千円

人嘱託職員

人件費合計

千円

関連事業
（同一目的事業等）

成人歯科健診（30歳以上任意）[広報で募集。40・50・60～64・65～70歳には勧奨通知]、
乳幼児歯科健診（1歳6ヶ月健診時・3歳児健診時）、2歳・2歳半・4歳・5歳対象に任意の
健診[広報で募集]

昭3年～13年まで日本歯科医師会が6/4を「虫歯予防デー」として実施、その後名称を変えながら、昭33
年から現在の歯の衛生週間として厚労省、文科省、日本歯科医師会が実施。本市では、当初文化セン
ターなどで歯科医師による健診を実施していたが、市内歯科医院の数が増えたことから各医院での実施
へと変遷した。その後、平成元年から国は「8020（ﾊﾁﾏﾙﾆｲﾏﾙ）運動」（80歳以上で20本以上の歯を持つ）
を推進して、現在も引き続き同運動を継承している。本市では、平成元年から成人歯科健診を併せて実
施し、「8020運動」の推進に取り組んでいる。

千円

千円

千円

人

100

■業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：府中市歯科医師会　　　　　　　　　　　）

総事業費

歯科検診事業

実施方法

対象者数（H24.4.1人口に対する割合）

事業費合計 千円
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（誰・何を対象に） ％

根拠法令等

■自治事務　　□法定受託事務

担当課･係名

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

人

247,126 人

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

千円11,489

千円

千円

24年度（予算）

千円

国都支出金の内容

千円

2,365

事
業
費

2.00

13,854

11,415

千円

歯の衛生に関する正しい知識の普及啓発、歯科疾患の予防に関する適切な習慣の定着を図り、
併せてその早期発見及び早期治療等を徹底することで、「一生自分の歯で食べる」ことのでき
る状態の市民を増やす。

23年度（決算） 22年度（決算） 21年度（決算）

千円

2.29 人

14,336

□直接実施

全市民

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担 当 部 名 福祉保健部

松下　民夫

予算事業名 昭和35年

歯の衛生週間実施要領（都）、健康増進法

上位施策事業名

歯の衛生週間検診費

健康推進課成人保健係

事務区分

千円

千円13,834 千円

事
業
概
要

実施の背景

目　的
（何をどうしたいのか）

13,834

事業番号1-18 平成24年度



事業シート（概要説明書）

事業開始年度予算事業名 昭和35年歯の衛生週間検診費

事業番号1-18 平成24年度

円

事
業
成
果

成果
（目標達成状況）

成果目標
（指標設定理由等）

／総事業費

単位

254
(19.4%)

無料健診受診者数

Ｈ23年度

事
業
実
績

【活動指標名】

受診者数

活動実績

特記事項

単位当たりコスト

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

Ｈ21年度

11,27010,933

Ｈ22年度

人

13.05%

33.41%

【成果指標名】

13.90%

Ｈ23年度

％

17.7519.45

今の歯の状態に満足している割合（40～60歳代）

1,305 1,272

Ｈ21年度

16.75

現状の健診方法では、今の歯の状況を知ることはできるが、実施目的である歯の衛生に関する正しい知識
の普及啓発、歯科疾患の予防に関する適切な習慣の定着については効果が期待しにくい状況であると認識
している。加えて、「歯科口腔保健の推進に関する法律」に基づく厚労省専門委員会からは、口腔の健康
の保持・増進等のための取組を効果的にするためにはライフステージごとの特性を踏まえることが重要で
あると報告されているが、本事業においては全員一律の健診内容であることから、ライフステージごとの
異なる対応は期待できない。また、同報告の中で歯科口腔保健推進に必要な指標として「過去1年間に歯
科健診を受診した者の増加」を挙げていることから、ライフステージごとに異なる健診内容を実施してい
る成人歯科健診（30歳以上対象）と本事業との重複実施の必要性は低いと考えられる。
これらのことから、歯科口腔に関する普及啓発に重点をおいた事業への変換が必要であると考える。ただ
し、本事業は全ての年齢を対象にしており、見直しの課題としては、成人歯科健診でカバーしない19～29
歳（0歳～18歳までは、各ライフステージで何らかの健診を受けている可能性が高いと想定できる）に対
する働きかけを検討する必要があると認識している。

成人歯科健診受診率（40～60歳代） ％

10,600

80歳の現在歯数（平均） 本

255
(19.9%)

1,277人

受診者における健康な歯であると診断された人数

Ｈ22年度

平成元年以降は歯の衛生週間健診のほかに、成人歯科健診（歯科医師会へ委託）を実施。成人
歯科健診実施に伴って実施したアンケート結果をもとに、本市の歯と口腔の健康状態について
の基準とする。

単位

283
(22.2%)

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

歯の衛生週間に伴う歯科事業実施状況：別紙のとおり
8020運動について知っている割合：都全体57.6%、市53.8%
8020（80歳以上で20本以上の歯を持つ）達成者の割合：都全体39.8%、市62.7%
かかりつけ医を持つ割合（40歳以上）：武蔵野市94%、三鷹市75%、調布市68.8%、小金井市73.6%、市
76.4%（20歳以上）

13.60%

33.88%44.00%



平成２４年度 歯の衛生週間実施要領 

 

１．目  的 

この週間は、歯の衛生に関する正しい知識を国民に対して普及啓発するとともに、

歯科疾患の予防に関する適切な習慣の定着を図り、併せてその早期発見及び早期治

療等を徹底することにより歯の寿命を延ばし、もって国民の健康の保持増進に寄与

することを目的とする。 

 

２．標  語 

歯みがきは じょうぶなからだの 第一歩 

 

３．本年度の重点目標  

生きる力を支える歯科口腔保健の推進 

～生涯を通じた８０２０運動の新たな展開～ 

歯および口腔の健康は国民が健康に生きていく力を支えるものであり、歯科疾患

の予防や歯の健康を保持する取り組みを進める必要があることから、「生きる力を

支える歯科口腔保健の推進」を重点目標とする。 

 

４．実施期間 

  平成２４年６月４日（月）～同年６月１０日（日）までとする。 

 

５．主  催 

 （中央）厚生労働省、文部科学省、日本歯科医師会 

 （地方）都道府県、保健所を設置する市、特別区、都道府県教育委員会、市町村 

     教育委員会（特別区の教育委員会を含む）、都道府県歯科医師会、郡市区

歯科医師会（特別区の歯科医師会を含む） 

 

６．協  力（予定） 

（中央）人事院、内閣府、総務省、財務省、経済産業省、防衛省、日本民営鉄道協

会、日本赤十字社、健康保険組合連合会、国民健康保険中央会、全国農業

協同組合中央会、全国農業共済協会、全国厚生農業協同組合連合会、全国

漁業協同組合連合会、日本林業協会、大日本水産会、恩賜財団済生会、国

家公務員共済組合連合会、日本医師会、日本薬剤師会、日本学校歯科医会、

日本学校薬剤師会、日本看護協会、日本助産師会、日本学校保健会、中央

労働災害防止協会、日本歯科衛生士会、日本歯科技工士会、８０２０推進



財団、口腔保健協会、日本公衆衛生協会、全国地区衛生組織連合会、日本

口腔保健協会、日本新聞協会、日本放送協会、日本民間放送連盟、主婦連

合会、日本歯磨工業会、日本歯科商工協会、生命保険協会、全国国公立幼

稚園長会、全日本私立幼稚園連合会、全国連合小学校長会、全日本中学校

長会、全国高等学校長協会、日本保育協会、全国私立保育園連盟、全国社

会福祉協議会、日本栄養士会、日本食生活協会、母子保健推進会議、母子

衛生研究会、恩賜財団母子愛育会、全国心身障害児福祉財団、全日本ブラ

シ工業協同組合、健康・体力づくり事業財団、全国老人クラブ連合会 

 （地方） 中央において協力を得る機関及び団体の地方組織並びにその他の関係 

     団体等で、主催者が適当と認めたものについてはそれぞれに地方の実情 

     に応じて協力を得るものとする。 

 

７．実施方法 

 （中央） 主催者は、相互に連絡協調し、報道機関等を通じて普及・啓発を行う。 

      また、ポスター、広報資料等を作成し、関係方面へ配布する。 

 （地方）（1）広報機関等による普及・啓発 

       主催者は相互に連絡を取り、自己の広報機関を活用するとともに、 

      報道機関へ各種資料を提供すること等により、「週間」の普及・啓発 

      を図る。 

     (2）各種催物等の開催 

       講習会、講演会、映画会、スライドフォーラム、展示会等を開催し 

      て、「週間」の趣旨の理解を図る。 

     (3）口腔診査と歯科保健指導・相談等の実施 

       保健所、市町村保健センター、保育所、幼稚園、学校、事業所、病 

      院、口腔保健センター、診療所等において実施する。 

       実施にあたっては、地域の歯科診療所の歯科医師（かかりつけ歯科 

      医師）等との連携の下に行われることが望ましい。 

     (4）標語、作文、絵画等の募集 

       児童・生徒から広く募集して、「週間」の趣旨を地域社会に普及･啓 

      発を図る。 

     (5）その他 

       (1)～(4)に掲げるもののほか、それぞれの地方の実情に応じた適切 

      な事業を創意工夫して実施する。 



歯の衛生週間にあわせた歯科事業についての調査結果 平成24年5月
府中市調査

（１）実施している　（　12市）

内容、担当者等 予算 前年度実績

小平市

・歯科相談、健診
・ブラッシング指導
・パンフレット、歯ブラシ等の配布
・歯科講演会

1199千円
【歯科健診】
健康センター７４名、西町４４名、東部５７名
【歯科講演会】２３名

東村山市 歯科衛生週間
センターロビーにてパネル展示、パンフレット配布、質問
箱の設置（回答は後日歯科医師会より連絡）

なし 質問箱受付4件

立川市

・歯の衛生週間ポスター展
・歯科医師会主催講演会
・歯の無料健診・相談
・PRポスター掲示

2890千円

・歯の衛生週間ポスター展
・講演会１００名
・歯の無料健診・相談（6月3日～6月6日）
１０４３名（３会場４日間）
・PRポスター掲示

府中市 ・無料歯科健診、相談（市内協力医療機関） 11500千円 ・健診、相談受診者　１３０５名

むし歯予防検診 ・歯科検診、相談（歯科医師）（指定歯科医療機関） ４２６名

歯と口の健康フェア

・歯科検診、相談（歯科医師７名）
・口腔内細菌検査、唾液検査（歯科医師各２名）
・口臭測定、咬合力測定（歯科医師各２名）
・歯磨き指導（歯科衛生士２名）・歯科講演会（歯科医師
１名）
・８０２０よい歯のすこやか家族コンクール

６月４日来場者実人数２５０名
（健診１２８名、口腔内細菌撮影７４名、唾
液検査８６名　口臭測定８７名、咬合力測
定８５名　歯磨き指導６８名、講演会８名）
６月５日来場者（健診、相談のみ）３９名

国分寺市

【健康推進課】
・歯磨き相談、栄養士による食育関連のイベント（よく噛
むための調理の工夫、試食）
【歯科医師会】
口腔癌検診、咀嚼力判定ガム、口臭測定、口腔乾燥検
査、銀粘土アート、歯科講座（幼児～小学生低学年と保
護者）：小児歯科医師による講話

103千円

来場者実人数64名
（各ブースの延人数294名）
H２３は子供のみに検診実施した。
※口腔癌検診はH24年度から

東大和市
歯科健診、フッ素塗布、口臭測定、位相差顕微鏡、訪問
歯科相談、ブラッシング指導 100千円 ―

武蔵村山市
歯科健診、相談、フッ素塗布（３～１２歳）
歯みがき指導、等 660千円

来場者数194名
健診１９４名（成人５４名、子供１４０名）
フッ素塗布（子供１４０名）

武蔵野市

・コンクール（親子、８０２０）
・歯科健診（相談、ブラッシング指導、口腔内カメラ希望
者）
・講演会、ポスター

931千円

講演会来場者229名
講演会前と中休みにのみ健診等の対応
健診（相談、ブラッシング指導、口腔内カメラ希
望者）５０名

三鷹市

・歯科相談
・口腔内カメラによる観察
・健口体操（歯科医師1名）
・講演会（歯科医師が担当）

352千円 来場者75名

調布市
歯科健診、歯磨き相談、スタンプラリー、指模型、紙芝
居、口腔内写真、市民講座、８０２０表彰式、すこやか家
族表彰、ポスター・標語コンクール表彰、講演会

なし
（歯科医師会負担）

８５４名
歯科健診１２２名、歯磨き相談１１６名、スタンプラリー９８名、指
模型８８名、紙芝居１６１名、口腔内写真５４名、市民講座４０名、
８０２０表彰式（受賞者）３８名、すこやか家族表彰（受賞者）６名、
ポスター・標語表彰３２名、講演会２１５名

小金井市

・口腔・口腔癌健診
・個別相談
・親と子の良い歯のコンクール
・フッ素塗布（小学生まで）
・歯磨き指導

1000千円

・口腔がん健診・・・１１３名
・個別相談
・親と子の良い歯のコンクール
・フッ素塗布
・歯磨き指導

（２）現在、実施していない（　９市）

青梅市

あきるの市

福生市

八王子市

日野市

東久留米市

西東京市

国立市

狛江市

（３）実施していない　→他の形（もしくは主体）で実施している　（５市）

羽村市 羽村市歯科医師会主催『ムシ歯の誕生日』を後援している。（年１回　６月）

町田市

多摩市 歯科医師会が主催し、市内百貨店においてイベント（ポスター、歯科相談、保健指導）を実施しており、市は後援名義の使用許可、職員派遣等の協力をしている。

稲城市 ６月１日号の広報に、歯科医師会によるう蝕予防のコラムを掲載

清瀬市 歯科医師会主催　歯の衛生週間・フッ素塗布

歯と健康のつどい

歯の衛生週間健診

昭島市

「歯の衛生週間」事業

口腔衛生週間行事
小金井市民の歯の健
康

口腔衛生週間事業

歯科医療連携推進事業
『無料歯科相談』

全く実施していない

全く実施していない

全く実施していない

西多摩歯科医師会主催で『西多摩良い歯のコンクール、シルバー良い歯のコンクール、ポスター、作文コンクール』を実施していた（市は後援）
その他：市内の小、中学校に『歯科ほけんだより』を配布

実施状況

事業名

全く実施していない

全く実施していない

歯の衛生週間
「よい歯ための集い」

歯の衛生週間事業

歯の衛生週間事業
愛歯のつどい

む
し
歯
予
防
検
診
及

び
相
談
事
業

無料歯科健診

全く実施していない

1600千円

全く実施していない

以前は実施していたがやめた

全く実施していない

町田市歯科医師会主催『ぼくとわたしのデンタルケア』の後援、当日の手伝い（電話番、パート手配、機材管理、広報掲載、周知等）
歯の衛生週間の中の日曜日（1日）（乳幼児から18歳のむし歯相談、歯並び相談、正しい歯の磨き方法等）

　　その他の対応、『いい歯の日』にちなんだ事業等

その他：小学校の校医等の協力を得て、毎年11月に日野市一斉歯磨きウィークの実施による啓発・啓蒙活動を行っている（学校課）
（昼休みに歯磨きサンバを流して一斉に呼びかける）



類
似

事
業

（
成

人
歯

科
健

康
診

査
）

と
の

比
較
対

照
表

 

 
歯
の
衛
生
週
間
健
診
（

S
3

5
～
）

 
成
人
歯
科
健
康
診
査
（

H
1
開
始
）

 

対
象

 

全
市
民

 
３
０
歳
以
上
の
全
市
民

 

（
法
定
の
対
象
年
齢
は

4
0
・

5
0
・

6
0
・

7
0
歳
【
歯
周
疾
患
検
診
】）

 

（
そ
れ
以
外
の
年
齢
は
、
市
が
実
施
す
る
成
人
歯
科
健
康
診
査
の
対
象
）

 

制
度
の
概
要

 
6
月

4
～

1
0
日
の
歯

の
衛
生
週
間
期
間
中
の
２
日
間

で
、
市

内
協
力
医
療
機
関
に
お
い
て
実
施
。

 

市
報

や
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
な
ど

で
周

知
し

、
個
別

申
込
み

を
受

け
付

け
、
受

診

券
を
発
送
。
９
・
１
０
月
に
市
内
協
力
医
療
機
関
で
実
施

。
 

内
容

 

市
作

成
の

健
診

票
に

基
づ

き
歯

の
状

況
を

診
査

し
、

む
し

歯

や
歯

周
病

の
有

無
、

清
掃

状
況

の
確

認
等

を
行

う
。

結
果

に

つ
い
て
は
そ
の
場
で
受
診
者
に
手
渡
す
。
必
要
な
場
合
に
は
、

相
談
及
び
指
導
を
行
う
。

 

市
作
成
の
健
診
票
（

3
0
～

6
4

歳
は
歯
周
疾
患
健
診
、

6
5

歳
～
は
高
齢
者
の

口
腔

機
能

健
診

）
に

基
づ
き

、
む

し
歯

や
歯
周

病
の
進

行
度

、
口

腔
清
掃

の

状
況
、
咀
嚼
力
判
定
（

6
5
歳
は
義
歯
や
口
腔
機
能
）
を
確
認
す
る
。
最
後
に

結
果
説
明

及
び
必
要
な
指
導
を
行
い
、
受
診
者
控
を
渡
す

。（
3
枚
複
写
：
医

療
機
関
、
市
へ
）

 

目
的

 

口
腔

衛
生

に
関

す
る

知
識

の
普

及
啓

発
、

歯
科

疾
患

の
予

防

に
関

す
る

習
慣

の
定

着
と

そ
の

早
期

発
見

及
び

早
期

治
療

を

徹
底

す
る

こ
と

で
歯

の
寿

命
を

延
ば

し
、

健
康

の
保

持
増

進

に
寄
与
す
る
。

 

高
齢

期
に

お
け

る
健

康
を
維

持
し

、
食

べ
る
楽

し
み
を

享
受

で
き

る
よ
う

、

歯
の
喪
失
を
予
防
す
る
こ
と
。

 

根
拠

 
厚
生
労
働
省
「
歯
の
衛
生
週
間
実
施
要
領

」、
歯
科
口
腔
保
健

法
等

 

健
康
増
進
法
、
歯
科
口
腔
保
健
法
等

 

予
算

 
１
１
，
５
０
０
千
円

 
１
２
３
，
４
８
０
千
円

 

実
績
（

H
２
３
）

 
１
，
３
０
５
人

 
１
２
，
５
９
０
人

 

そ
の
他

 

 
市

に
健

診
結

果
が

届
い

た
の

ち
、

結
果

取
り

ま
と

め
の

中
で

特
定

の
項

目

（
8

0
2
0
の
達
成
有
無
、
重
度
の
歯
周
病
で
は
な
い
か
等
）
の
該
当
者
に
対
し

て
フ
ォ
ロ
ー
講
座
へ

の
参
加
を
促
し
て
い
る
（
約
５
日
間

開
催
）。

講
座
で
は
、

歯
科

医
師

、
歯

科
衛

生
士

に
よ

る
歯

科
健

康
教

育
（
高

齢
者

に
は

、
食
べ

る

機
能
向
上
を
中
心
に
）
や
栄
養
士
に
よ
る
栄
養
教
育
を
実
施
し
て
い
る
。
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千円
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千円
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千円

千円

千円

29,412 千円

千円

千円

千円

千円

千円人

人 1,945

1,945

0.212,483

千円

千円

人

千円

0.29

人

人

29,277 29,761

2,483人 千円0.26人件費合計

千円

人

千円2,111

嘱託職員

0.26

千円

千円

千円

人

千円

国都支出金の内容
国都支出金

人
件
費

人

臨時職員等

総事業費 32,641

千円

ガソリン費

人

人

千円

2,094

人 千円

千円

人

人

科目 金額

扶助費 27,090,672円

0.29 千円

92,000円

0.26 人 千円

29,761千円

千円 千円

千円千円

千円

千円

千円

29,412

29,412

コ
ス
ト

24年度（予算）

千円30,530

内容

2,111

2,094

郵  便  料役務費

事業費内訳
（平成23年度分）

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担 当 部 名 福祉保健部

担当課･係名

昭和57年度

障害者福祉課・生活係

事務区分

府中市心身障害者住宅費助成要綱

障害者自立移動支援事業（心身障害者自動車ガソリン費助成事業）予算事業名

　公共交通機関や各種施設のバリアフリー化などにより、社会的障壁は改善されているもの
の、障害者（児）の外出の機会や範囲には未だ制限がある。障害者（児）の外出及び社会参加
を促進するためには、経済的な面から助成を行うことが重要である。

根拠法令等

実施の背景

■自治事務　　□法定受託事務 村越　功一郎

上位施策事業名 施策18　障害者の社会参加支援

対　象
（誰・何を対象に） ％

千円 千円

22年度（決算）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：上記対象者　　実施主体：  市　　 　　　）

27,183

１　身体障害者手帳１～４級の方で、自己所有の自動車を運転する方。
２　身体障害者手帳１・２級、愛の手帳１～３度の方で、同一世帯の方が自動
車を所有し、障害者の移動等の目的で使用する方

事業費合計 27,467

関連事業
（同一目的事業等）

１　はり・きゅう・マッサージ券の交付　　　４　自転車駐車場利用料の助成
２　福祉タクシー券の交付　　　　　　　　　５　障害者休養ホーム等の利用料助成
３　住宅費の助成

23年度（決算）

　上記対象者が事前に登録した自動車で使用したガソリン等燃料費の給油量（年間600リットル
を上限とする）に対し、市が規定する１リットル当たりの単価（ガソリン56円、軽油33円）を
乗じた金額を助成する。
　助成金支給までの手続きの流れは次のとおり。
①　資格申請　（市所定の請求書、車検証のコピーを添付）
②　助成金請求（ガソリン費領収書、車検証のコピーを添付）
③  助成金支給（給油量に市規定単価を乗じた金額を助成）

21年度（決算）

対象者数（H24.4.1人口に対する割合）

　障害者（児）が生活のために用いる自動車の運行に伴うガソリン及び軽油費用の一部を助成
することにより、障害者（児）の生活の便宜を助長し、もって福祉の増進を図ることを目的と
する。

0.26

29,277

27,278

目　的
（何をどうしたいのか）

事
業
概
要

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

☑直接実施

実施方法

1,187 人 0.48

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

その他特財の内容

千円

千円32,641

32,641

千円

29,761財源合計 千円29,277

財源

内訳

一般財源

その他特財

担当正職員

事
業
費

地方債

事業番号1-19 平成24年度



事業シート（概要説明書）

事業開始年度 昭和57年度障害者自立移動支援事業（心身障害者自動車ガソリン費助成事業）予算事業名

事業番号1-19 平成24年度

1,013

485,714

心身障害者医療費助成の基準内

対象者が非課税かつ扶養義務者の所得が心身障害者医療費助成の基準内

対象者及び扶養義務者の市民税所得割が12万円以下（年収換算482万5千円）
（対象者が成人の場合のみ）

心身障害者医療費助成の基準内

所得制限額

Ｈ23年度

／

1,045

Ｈ22年度 Ｈ21年度

平成23年度の助成上限最高額に対する決算額の割合は、67.9％。
本人運転対象者は、対象者全体の28.2％。

ℓ

延請求件数

特記事項

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

事
業
実
績

事
業
成
果

成果
（目標達成状況）

単位当たりコスト

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

活動実績
1,356

489,075

1,029

1,381

助成対象リットル数

【活動指標名】

件

125

15.21

Ｈ23年度

118

26,013 26,510

Ｈ22年度

　自動車ガソリン等費用の一部を助成することにより、心身障害者（児）の外出時における経
済的負担を軽減し、生活の便宜を図る。また、外出の機会が少なく、活動範囲が制限されてい
る心身障害者（児）の生活圏の拡大を図り、地域や社会への参加を促進する。

事業費 27,115助成対象者

単位

483,762

件

請求件数（実数）

成果目標
（指標設定理由等）

東村山市

14.9415.30

単位

1,379

【成果指標名】

円

％

新規受給者数

※　心身障害者医療費助成の所得制限基準とは、本人が障害者で扶養親族なしの場合、360
万４千円以下であり、年収に換算すると約666万５千円。

武蔵村山市

自治体名

武蔵野市

三 鷹 市

　近年の不況の影響により自動車の利用を控える傾向があるため、助成金額および助成リット
ル数は減少している。一方で、手帳の新規取得者の申請により助成対象者数は年々増加してお
り、外出時の経済的支援の必要性は依然として高いといえるため、今後の経済動向により事業
成果は変動すると思われる。

１　ガソリン等費用助成事業を実施している自治体数
　　26市中22市（町田市、青梅市、あきる野市、国分寺市をのぞく）。
　　内1市（多摩市）は精神障害者、1市（東久留米市）は一部難病患者、5市（福生市、武蔵村
山市、稲城市、羽村市、西東京市）は脳性麻痺・進行性筋萎縮症の方を対象に含んでいる。
２　所得制限を設けている自治体数
　　26市中４市（武蔵野市、三鷹市、東村山市、武蔵村山市）

本事業の対象要件を満たす手帳保有者のうちの受
給者の割合

126人

Ｈ21年度



心身障害者自動車ガソリン等費助成事業概要 

１ 対象者 

(1) 身体障害者手帳１～４級の方で、自己所有の自動車を運転する方 

(2) 身体障害者手帳１・２級、愛の手帳１～３度の方で、生計をともにする方（同一住所に

居住する方または同一世帯の方）が自動車を所有し、障害のある方の通院、通所等の目的

で使用する方 

２ 制 限 

福祉タクシー利用券の交付を受けている方と、高齢者支援課の高齢者車いす福祉タクシー

券を受けている方は利用できません。 

３ 内 容 

(1) 助成内容 

年間６００リットルを上限とし、市が規定する単価（１リットルあたりガソリンは５６

円、軽油は３３円）に申請されたリットル数を乗じた額を助成します。 

年度途中に新規登録申請された方の助成限度リットル数は、申請月より年度末（３月）

までの月数に５０リットルを乗じたものとなります。 

月別限度リットル数は次のとおり。 

 

月 限度リットル数 月 限度リットル数 

５月 ５５０リットル １１月 ２５０リットル 

６月 ５００リットル １２月 ２００リットル 

７月 ４５０リットル １ 月 １５０リットル 

８月 ４００リットル ２ 月 １００リットル 

９月 ３５０リットル ３ 月 ５０リットル 

１０月 ３００リットル   

 

(2) 申 請 

次の書類を添付して、登録申請が必要です。 

【登録申請に必要な書類】 

① 身体障害者手帳または愛の手帳 

② 運転免許証 

③ 車検証 

④ 本人または家族の通帳等振込先がわかるもの 

(3) 登録後の手続き 

登録後は、請求書（市が指定する様式）に、次の書類を添付して、請求日までの請求が

必要です。請求後、指定口座に助成額を振り込みます。 

 

【請求に必要な書類】 

① 車検証のコピー（もしくは窓口にて原本提示） 

② 使用した燃料費の領収書（ガソリンスタンド等のレシート） 

【請求日】 

請求日は、７月、１０月、１月、４月の各月１０日です。 



登録者数 実績額
（人） （千円）

1 八王子市 ○ 7,572 126,263

2 立川市 ○ 2,574 93,123

3 武蔵野市 ○ 708 14,181

4 三鷹市 ○ 329 5,302

5 青梅市 ×

6 府中市 ○ 1,187 27,183

7 昭島市 ○ 633 8,748

8 調布市 ○ 31 892

9 町田市 ×

10 小金井市 ○ 423 10,898

11 小平市 ○ 2,026 34,672

12 日野市 ○ 1,047 24,698

13 東村山市 ○ 672 13,641

14 国分寺市 ×

15 国立市 ○ 356 9,414

16 福生市 ○ 471 8,662

17 狛江市 ○ 100 484

18 東大和市 ○ 691 8,914

19 清瀬市 ○ 648 10,147

20 東久留米市 ○ 495 10,495

21 武蔵村山市 ○ 823 17,031

22 多摩市 ○ 1,182 35,064

23 稲城市 ○ 1,001 13,609

24 羽村市 ○ 626 14,381

25 あきる野市 ×

26 西東京市 ○ 1,236 37,108

自治体名 事業の有無 備考

タクシー助成と併給可能

タクシー助成との選択制

タクシー助成との選択制

タクシー助成との選択制

タクシー助成との選択制

26市のガソリン等費用助成事業に関するデータ一覧（平成23年度）

タクシー助成と併給可能

タクシー・ガソリン共用券の発行

タクシー助成との選択制

タクシー助成との選択制

タクシー助成との選択制

タクシー助成との選択制

タクシー助成と併給可能

通院交通費助成事業あり

タクシー助成との選択制

タクシー助成との選択制

通院通所訓練等交通費助成事業あり

交通費等助成金支給事業あり

タクシー助成との選択制

タクシー助成との選択制

タクシー助成との選択制

平成１８年度に終了

交通費支給事業あり

タクシー助成との選択制

タクシー助成との選択制

タクシー助成との選択制

タクシー助成との選択制
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地方債
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千円 千円994

0.11千円

人
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人

30,672

コ
ス
ト

総事業費

事業費内訳
（平成23年度分）

一般財源

嘱託職員

人件費合計

千円

千円

千円

0.11 千円 0.11

臨時職員等

人

人

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

千円 29,691

％

千円

929

0.3

■業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：市内障害者作業施設　　　　　　　　）

千円

21年度（決算）

28,795

　作業委託により施設の授産活動の活性化を図るとともに、施設通所者の社会的自立の促進及
び就労意欲の向上に寄与する。

29,673

千円

事
業
費

千円

人

千円

担当課･係名

863

千円

千円 千円

障害者認可施設、心身障害者小規模通所授産施設、精神障害者小規模通所授産施設等補助金
（施設補助金数７事業）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事務区分

事
業
概
要

648

１　公園等清掃作業委託
　　障害者作業所等施設に、市内にある公園等の清掃作業を委託する。
　　委託施設数20施設。

２　テープ広報搬送業務委託
　　視覚障害者に対し、市広報の内容ををテープに録音し、搬送する事業を委託する。
　　委託施設数１施設。

□直接実施

上位施策事業名

根拠法令等

施策20　障害者の地域生活支援

障害者福祉課・生活係

■自治事務　　□法定受託事務

実施の背景

目　的
（何をどうしたいのか）

23年度（決算）

１　公園等清掃作業委託…障害者福祉施設
２　テープ広報搬送業務委託…録音、搬送：障害者福祉施設
　　　　　　　　　　　　　　利用：視覚障害者

実施方法

22年度（決算）

　施設の授産活動において施設通所者に支給される工賃の水準は全国的に低く、東京都の平均工賃でも月
約13,900円（平成22年度実績）であり、本市においても同程度である。
市が公園清掃等の作業を委託することにより、安定した授産活動（障害者への仕事提供）が通所者の工賃
水準の維持向上につながり、ひいては障害者の就労意欲や社会参加、生活の自立を促すこととなる。

関連事業
（同一目的事業等）

事業内容
（手段、手法など）

24年度（予算）

事業費合計

対　象
（誰・何を対象に）

平成元年度

千円

対象者数（H24.4.1人口に対する割合）

委託料
１　公園等清掃作業委託　　　　29,295千円
　
２　テープ広報搬送業務委託　　10,500円/回×3回/月×12月＝378千円

障害者作業委託事業

29,673

30,536 千円

30,685 千円

千円

千円

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担 当 部 名 福祉保健部

村越　功一郎

予算事業名

30,536

事業番号1-20 平成24年度



平成元年度障害者作業委託事業

事業シート（概要説明書）

事業開始年度予算事業名

事業番号1-20 平成24年度

人

清掃作業委託　総額

単位【成果指標名】

清掃作業延従事者数

箇所清掃作業委託施設数

【活動指標名】

11,777

24

事
業
成
果

成果
（目標達成状況）

成果目標
（指標設定理由等）

千円

清掃作業委託　延対象者数

活動実績

Ｈ22年度

2,477

　障害者福祉施設に対して作業を委託することは、施設の授産活動（障害者への仕事提供）の
活性化を図り、施設通所者へ支払われる工賃の安定的な支給につながる。このことから、障害
者の就労及び作業意欲を向上させ、障害者の社会参加や自立生活の促進に寄与することとな
る。

人

Ｈ22年度

清掃作業委託額

20

Ｈ23年度

特記事項

１　公園等清掃作業委託
　　施設の工賃会計全体からみると、公園等清掃作業委託が占める割合は約21.6％で、施設通所者に支給される工賃へ
直結する事業である。
　　各施設は、自主製品の販売や下請け作業の受注により、障害者の工賃収入の向上に努めているところであるが、経
済状況等により、その収益は不安定である。身体・知的・精神の障害種別や障害の程度等、障害者は作業可能な範囲が
一致しないことから、できるだけ多くの通所者が順応して作業できる公園等清掃作業を市が施設に対して委託すること
で、今後も施設の授産活動（障害者への仕事提供）を安定した形で支援していく必要がある。
２　テープ広報搬送委託
　　視覚障害者のための事業であることから、障害者施設が受託している。しかし、デイジー図書（DAISY
「DigitalAccessibleInformationSystem」という規格を用いたデジタル録音図書）や音声コード（日本で開発された高
密度の二次元記号。デジタル化された文字情報がコード内に含まれている。）を活用するといった社会の流れで、
「テープ」を媒体とする方式にはいずれ限界が来るものと予想されるが、需要がある限りテープを媒体とした広報の提
供は継続して実施する必要があると考える。

／

378

2,487

Ｈ21年度

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

2,466

378テープ広報作業委託　総額

単位当たりコスト

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

事
業
実
績 テープ広報利用者数

単位

清掃作業延従事者 円／回

11,826

平成24年度の市内障害者福祉施設は22施設（補助対象施設）。
その内、公園等清掃作業委託施設は20施設（詳細は別添資料参照）。

人

21

11,777

21

Ｈ21年度

11,826 11,888

29,295

１　公園等清掃等作業委託
　①　調布市…市内障害者福祉作業所関連法人１２箇所に対して公園清掃作業を委託
　　　（Ｈ24年度委託予算約8589千円、１法人平均716千円）
　②　その他近隣市（八王子市・武蔵野市・多摩市）においては、清掃作業やそれ以外の事業（資源ごみ
の選別やパンフレット印刷作業等）を実施している自治体があるが、市内の特定施設への委託や、報償費
からの支出等であり、府中市における公園等清掃作業委託に類似する事業は無い。
２　テープ広報
　　近隣市５市（八王子市・武蔵野市・三鷹市・調布市・多摩市）は、全て広報課が搬送まで管轄してお
り、障害者福祉課が別に搬送業務委託している例はない。

378

29,31329,295

38

11,888

49

Ｈ23年度

千円



 

障害者作業委託事業概要 

 

【障害者清掃作業委託】 
１ 目 的 

   障害者の労働意欲を促し、職場の人間関係を通じて社会性を養い、将来の社会的

自立を図るとともに、公園保護に寄与することを目的に、市内障害者福祉作業所（以

下、「作業所」という。）に、公園等の清掃作業を委託します。 

 

２ 作業内容 

ごみ拾い、掃き掃除、雑草除去、ごみの分別他美化に関する作業。 

 

３ 作業人員 

指導員１名及び作業員５名とします。 

 

４ 作業時間 

１日当たり概ね５時間とします。 

 

５ 作業日数 

委託する作業所により、年間２６日～８８日の範囲で作業日数を契約します。 

 

６ 委託料 

作業を履行した日数に日額１３，５００円～２７，０００円を乗じた額とします。 

 

 

【テープ広報】 
 テープ広報には、テープ広報を利用する対象者のための事業と、そのテープ広報を利

用対象者宅へ配送する事業という２つの側面があり、それぞれ対象者や内容が異なりま

す。 

 
 １ テープ広報を利用する事業 

(1) 対象者 

視覚障害により身体障害者手帳をお持ちの方 

(2) 内 容 

市広報をテープに吹き込んだものが自宅に届き、月に３回無料でテープ広報を聞

くことができます。 

 

２ テープ広報を配送する事業 

(1) 対象者 

福祉作業所従業員 

(2) 内 容 

市広報をテープに吹き込んだものを視覚障害者宅へ配送します。 

 

 



府中はるみ福祉園 武蔵台公園
46,835.08 27,000 88 7.3 2,376,000

府中ひまわり園 押立公園
15,000.00 27,000 85 7.1 2,295,000

府中あゆみ園 府中公園
22,501.53 27,000 72 6.0 1,944,000

府中共同作業所 寿中央公園
50,800.24 27,000 74 6.2 1,998,000

平和の森公園
10,000.16 27,000

北府中公園
4,692.49

合計面積

14,692.65

府中公園
22,501.53 27,000

すずかけ公園
6,500.00

合計面積

29,001.53

清水が丘緑道
1,527.39 22,500 60 1,350,000

常久公園・西森公園
1,323.61

合計面積

2,851.00

童里夢工房 平和の森公園
10,000.16 27,000 54 4.5 1,458,000

レスポワール工房 美好町公園
5,785.15 27,000 51 4.3 1,377,000

ワークショップさかえ 幸町公園
2,247.94 18,000 60 5.0 1,080,000

西府いこいプラザ 寿中央公園
7,051.00 27,000 26 2.2 702,000

プロジェクツけやきのもり 新田川緑道下流
5,000.00 27,000 38 3.2 1,026,000

コットンハウスフレンズ 新田川緑道上流
4,000.00 27,000 37 3.1 999,000

むさし結いの家 せせらぎ公園
2,081.37 18,000 51 4.3 918,000

芝間公園
1,736.55 27,000

下河原緑道
7,415.00

合計面積

9,151.55

第三都市遊歩道
2,400.00 18,000 48 4.0 864,000

若松町稲荷台公園
625.21 18,000

白糸台北公園
1,613.12

合計面積

2,238.33

若竹障害者通所事業所 紅葉丘中央公園
3,007.78 27,000 30 2.5 810,000

府中さくらの杜 すずかけ公園
6,500.00 27,000 36 3.0 972,000

こむぎ工房 明ケ代東公園
1,048.72 13,500 54 4.5 729,000

新田川緑道中流
5,000.00 27,000 55 4.6 1,485,000

西府町第２公園
1,592.49 13,500 40 3.3 540,000

合     計 248,786.52 1,220 101.7 29,295,000

56 1,512,000

6.0

4.8

5.0

4.7

ギャロップ 72

58 1,566,000

1,944,000

集いの家

たんぽぽの家 75 1,350,000

作業所スクラム

わかまつ共同作業所

6.3

梅の木の家共同作業所

別表１
　　　　　　　　　　　平成２３年度  障害者清掃作業委託一覧

施 設 名 清掃場所 面積（㎡） 委託単価 日数 上限金額(円)
月平均
日数
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